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研究概要  

１．はじめに（研究背景等） 

2011年にダーバンで開催された気候変動枠組条約第17回締約国会議（COP17）以降、第一約束期間後の温

室効果ガス排出削減の枠組みについて新たな局面に踏み出したといえる。こうした中、わが国では、2011年3月

11日の東日本大震災と福島第一原子力発電所事故による原子力発電所の停止と再稼働、電力供給問題によ

り、2020年以降の温室効果ガス排出量の削減についての再検討が求められ、2020年の温室効果ガス排出削減

目 標は、1990年 比25%削 減が撤 回され、原 子 力 発 電 による発 電電 力 量 を0にするという条件 ながら、2005年比

3.8%削減、1990年比3.1%増加という新たな目標がCOP19において公表されるなど、長期目標の実現を見据えた

政策の見直しが迫られている。 

（独）国立 環 境研 究所 、京 都大 学、みずほ情報 総 研 が中 心となってこれまでに開発してきたアジア太 平 洋統

合評価モデル（AIM）は、わが国の温室効果ガス排出量削減の中期目標の検討において中核的な役割を担って

きた。環 境 省 中 央 環 境 審 議 会 中 長 期 ロードマップ小 委 員 会 では、日 本 を対 象 とした AIMの技 術 選 択 モデル

（AIM/Enduse [Japan]）と応用一般均衡モデル（AIM/CGE [Japan]）の結果が報告され、2011年度に開始された

2013年以降の対策・施策に関する検討小委員会においても様々な情報を提供してきた。また、各自治体におい

ても、国の方針を受けた温室効果ガス削減に関する計画が徐々にではあるが提示されはじめている。これまでに

提示されてきた大幅な温室効果ガス排出量の削減を達成するためには、革新的技術の導入、化石燃料から再

生可能エネルギーへの大幅な転換、産業活動・ライフスタイルの大胆な低炭素化など大きな社会的変革が求め

られる。そうしたダイナミックな変革を社会的厚生を損なわずに達成するためには、目標とする社会に向う移行戦

略を十分に練り、それを着実に実行する必要がある。とりわけ『新成長戦略』に見られたように、温暖化対策を起

点とした新たな産業の創出など、温暖化対策には経済発展の推進力としての役割も期待されている。このように、

現在行っている国レベルを対象としたマクロな分析とともに、対策をより現実的なものとして示すことができる詳細

なモデルの開発が求められている。 

一方 、世界 規 模では、産 業革 命 前からの気 温上 昇 を2℃以下 に抑えるためには、2050年 までに世 界 全 体の
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二 酸 化 炭 素 排 出 量 を 2005 年 比 で 50% ～ 85% 削 減 し な けれ ば な ら な いと IPCC （ Intergovernmental Panel on 

Climate Change）第4次評価報告書には指摘され、IPCC第5次評価報告書においても、長期的に2℃目標の実

現のためには、温室効果ガス排出量の濃度を二酸化炭素換算で450ppmに安定化することが必要であることが

示されている。 IPCC第5次 評価 報告 書に向けて、国 際的な統合 評価モデルコミュニティでは様々な分析 が行わ

れてきた。代 表 的 なものとしては、気 候 モデルへの入 力 を目 的 とした RCPs（Representative Concentration 

Pathways）や、統合評価モデルのコンソーシアムでの将来シナリオの作成（ IAMC: Integrated Assessment Model 

Consortium）、EMF（Energy Modeling Forum）による世界半減シナリオの評価、AME（Asia Modeling Exercise）に

よるアジアに焦点を当てた分析、SRES（Special Report on Emissions Scenarios）に代わる新たな社会経済シナ

リオであるSSPs (Shared Socio-economic Pathways)などである。 

以上に示した国内外における排出目標等をとりまとめたものが図 1であり、国際的な動向を踏まえつつ、国内

の実現可能でかつ国際的にも有効な排出削減シナリオを描くことが喫緊の課題である。長期的な気候変動対策

の目標である「産業革命前からの気温上昇を2℃に抑制する」ために必要な世界の温室効果ガス排出量の経路

と、それと整合した日本の排出削減目標や対策を検討することは、国内及び国際的に不可欠な検討課題である。

とりわけ、国 内だけを対象 とした分析ではなく、国 際 的な動 向や分析 結果も踏 まえて分 析を行うことは、今後 の

国際交渉や国内での対策強化においても重要な情報となりうる。  

 

図1 気候変動問題の解決に向けて 

 

２．研究開発目的  

 本研究課題の目的は、日本及び世界を対象に、低炭素社会の構築に資する新しい技術の普及過程やその効

果を、これまでのスケールより詳細に定量的に把握することが可能となるモデルを開発し、温室効果ガス排出削

減の中長期目標の効果と影響を定量的に評価するとともに、そうした目標を実現した社会像を家計消費、物質

ストック・フローの面から具体的に描写することである。具体的には、 (1) 国際的な温室効果ガス排出量の削減

目標について、これまでに開発してきた個々の世界 モデル（技術選択モデル、応用一般均 衡モデル、簡易気候

モデルを含んだ動 的最適化モデル）について、技術普及過程や再生可能エネルギー導入のポテンシャル、サー

ビス需要量導出のためのモジュールなどを新たに開発し、これらを連携させた将来シナリオを定量化し、それらを

世界の様々なモデルコミュニティに提 供すること、 (2) わが国を対象としてきた技術 選択モデルや経 済モデルの

各部門における対策をさらに詳細に分析可能となるようなモジュールの開発を行い、前述の国際的な削減に対

するわが国の温暖化対策目標を実現するための方策とその影響を定量的に明らかにすること、さらに、 (3) 上記

の温暖化対策を実現させるような社会像の検討とシナリオの叙述が可能となるような家計消費、物質ストック・フ

ローの分野を対象にモデル開発を行い、それらを用いて将来像についての詳細な記述を行うこと、とする。図2に

本研究で開発、改良したモデルとその関係を示す。  

 本研究の成果としては、わが国の温暖化政策に資するモデルの開発と、開発したモデルを用いた様々な温暖

化対策の評価を定量的に行うことを目標としている。また、国際的には、 IAMC（統合評価モデリングコンソーシア

ム）やEMF（エネルギーモデリングフォーラム）などの国際的な統合評価モデルコミュニティ、モデル比較研究への

情報提供を通じて、IPCC第5次評価報告書に貢献することを目標とする。  
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図2 本研究において開発、改良したモデル 

 

３．研究開発の方法  

（１）世界モデルを用いた気候安定化目標の実現可能性とその評価  

１） 世界技術選択モデルを用いた気候安定化目標の評価  

 AIM/Enduse[Global]は、世界を対象とした技術選 択モデルであるが、その成 果を様々な国 際比較 研究 プロジ

ェクトに提供してきた。また、各国の中長期的な技術的な削減目標策定の議論に用いられてきた。特に、近年、

産業革 命以 前と比 べて2℃上昇 以内 に気 温上 昇を抑えるシナリオが注目されている。そこで、世 界的 に著名な

国連環境計画による報告書Emission Gap Reportで議論されている、2℃シナリオ、2.5℃シナリオ、および3℃シ

ナリオの世界の排出量経路（各シナリオとも66％以上の確率で達成するシナリオの幅のうち、中央値の値 をここ

では採用）を満たすときのAnnex IおよびNon Annex Iにおける排出経路の分析を、AIM/Enduse[Global]を用いて

行った。またそれらの結果と2050年において炭素税を50ドル/tCO2 , 100ドル/tCO2, 200ドル/tCO2および400ドル

/tCO2を課したときの排出経路との比較を行った。  

 

２） 限界削減費用評価のためのツール開発  

 本分析では、各国の最新の社会経済指標、活動量の情報を元に、各部門における将来の技術の見通しを考

慮して、部門別に削減ポテンシャルを積み上げることで2020年および2030年における中期削減目標を評価した。

ただし、前提条件の差異により結果が異なるため、主要な要因として挙げられる投資回収期間の違い（短期間、

長期間）および炭素価格の違い（50、100、200、および1000ドル/tCO2)を考慮して、日本、中国、韓国、モンゴル

の限界費用曲線の特徴を分析した。また、発電部門におけるロックイン効果の影響も考察をした。 

 

３） エネルギーシステムバックキャストモデル 

 逐次均衡で将来推計を行う技術選択モデルに対して、エネルギーシステムバックキャストモデルは、動学的最

適化構造をもつモデルであり、技術選択モデルと同じ技術種をもつモデルである。想定された将来の目標に対し

て、どのタイミングでどの施策を導入することが最適であるかを分析することができる。  

 

４） 世界CGEモデルを用いた将来シナリオの検討  

IPCCが2000年に報告したSRESに代わる新しい社会経済シナリオとして国際的に開発が進められているSSPs

の姿を定 量的 に明らかにするために、世 界を対 象としたCGEモデルを用いて分析を行った。SSPsは、緩和策 の

ポテンシャルと適応策のポテンシャルの2軸からなるシナリオで、人口、GDP、技術進歩等のドライビングフォース

に対応したエネルギー需給や土地利用変化等が定量的に提示される。推計に用いるモデルは、SSPsの定量化

だ け で は な く 、 Ag-MIP （ The Agricultural Model Comparison and Improvement Project ） や ISI-MIP （ The 

Inter-Sectoral Impact Model Intercomparison Project ） 、 ADVANCE （ Advanced Model Development and 
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Validation for the Improved Analysis of Costs and Impacts of Mitigation Policies ）、EMF等の国際比較研究に

も適用しているモデルであり、SSPsの定量化とあわせて、各種国際比較研究で検討されている要素について、ど

のように定式化するか、前提となるシナリオを作成するかについての検討を行っている。特に、エネルギーや土地

などの物質収支に注目してモデル化を行っている。 

 

５） 削減量可視化ツール 

 モデル開発だけでなく、わかりやすさという視点から、英国で開発されてきた削減量可視化ツールをわが国に適

用するためのモジュール開発やデータ収集についても行った。  

 

（２）わが国における温室効果ガス排出削減策の効果とその影響  

１） 日本を対象とした技術選択モデルを用いた2020年及び2030年の温室効果ガス排出削減目標の分析  

 これまでに開発してきた日本を対象とした技術選択モデルについて、東日本大震災と東京電力福島第一原子

力発電所事故後の原子力発電所の稼働についていくつかの想定を行い、それぞれに対して温室効果ガスの排

出削減の可能性について検討を行った。  

 

２） 日本技術選択モデル（多地域版）の開発  

日本を10地域に分割し、エネルギー起源の二酸化炭素以外の排出部門を含む全ての部門について、地域に

おける気象条件の違いや人口構成、再生可能エネルギーの賦存量等の違いをエネルギー需給に反映させるこ

とができるように改良した多地域版の技術選択モデルの開発を行った。地域間の電力連系の増強なども技術オ

プションとして盛り込むことが可能であり、2050年までに温室効果ガス排出量を80%削減するというわが国の長期

目標達成に照らした分析を実施した。  

 

３） 日本経済モデルと技術選択モデルの統合によるわが国の排出削減目標の評価  

 これまでに開発してきた日本を対象とした応用一般均衡モデルに、技術選択モデルで対象とした様々な省エネ

技術を組み込み、応用一般均衡モデルにおいて内生的に技術選択を行うことができるように改良した。これによ

り、経済的に見ても最も効果的な技術導入を行うとともに、技術選択モデルでは取り扱うことができないマクロ経

済への影響についてもあわせて分析することが可能となる。開発したモデルを用いて、2013年11月に公表された

わが国の温室効果ガス排出削減目標の実現時の経済影響について分析を行った。 

 

４） 日本を地域分割した応用一般均衡モデルの開発  

 一国を対象としたモデルによる分析では、平均的な日本の姿を対象としたものであり、各地の特性や資源を配

慮したものではなく、地方政府レベルを対象に温暖化対策を検討するためのツールとしては、十分ではない。特

に、2011年3月11日に発生した東日本大震災の経験から、東北地方のみが影響を受けたのではなく、サプライチ

ェーンにより他の地域 においても強 い影 響が見られた産業 がある。このため、地域 間の産業 連 関を内 生化した

応用一般均衡モデルの開発を行った。  

 本モデルは、わが国を9地域に分割して、財や生産要素の地域間での取引も考慮したモデルである。基準とす

るデータは、2005年 を対 象とした地 域内 産 業連 関 表を用 いて作成した競争 輸入 型 地域 産業 連 関表 であり、発

電部門や石炭・石油・ガス部門を詳細に分割した。 

 

５） 多地域最適電源計画モデル 

 多地域最適電源計画モデルは、全国を都道府県単位で60地域に分割し、それぞれを実際の送電ネットワーク

および送 電容 量にあわせて想定した仮 想的 な送 電 線で結んだモデルであり、電力 需要の大きさや発電 所の立

地は実際にあわせて設定する。電力需要は1時間ごとの値を外生的に設定し、費用最小化の最適化計算により

毎時の発電所運用と年間の費用、二酸化炭素排出量を求めるものである。 

 

（３）社会の構成要素を記述するモデルの開発と将来シナリオへの適用  

１） 人口・世帯モデル 

 将来の社会経済活動を推計する際の基礎となる人口・世帯数の将来推計を支援するために、人口・世帯モデ

ルを開発した。人口推計は世界197地域を対象に、コーホート要因法に基づき、2100年までの都市・農村別、男

女別、年齢階級別（5歳階級、0-4歳、5-9歳、…、90-94歳、95歳以上）人口を推計する。基準年（計算開始年）

を2010とし、5年おきに計 算する。一 方、世帯 推計 は、世 界103地域を対象 に、世 帯主 率法 に基 づき推計する。

推計対象地域全体は人口推計と同じだが、人口推計と比較して、世帯推計に必要なデータが集まりにくいため、

一部の国を集約して地域として取り扱った。本モデルを用いて、世帯種類別世帯数が推計される。  
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２） 家計生産モデル 

 家計生 産モデルは、将 来の家計の消費 構造を推 計するとともに、社会の変 化等と環境負 荷の変 化の関係を

明示するために開発されたモデルである。発展途 上国でも入手可能なデータを用いて推計可能であり、比較的

シンプルな推計構造にすることで各国に適用でき、さらに家 庭ごみ組成別の家庭ごみ発生量を推計可能なツー

ルを開発し、これを人口規模と1人あたりGDPの観点から主要なアジアの8か国（日本、中国、韓国、インド、イン

ドネシア、マレーシア、ベトナム、タイ）に適用し、アジア各国の家庭ごみ発生量の実態の把握を試みた。  

 

３） 物質ストック・フローモデルの開発  

低炭素社会構築のためには、エネルギー集約素材の生産に係る二酸化炭素排出量の削減は必須であるが、

エネルギー集約素材の代表的素材である鉄鋼は、社会インフラや、生産資本、輸送機器など人々が生活、また、

経済活動を行うためには不可欠な幅広 い財に使 用 されている。先進国では物 的成熟度は高く、素材需 要の駆

動力は、その維持の段階になってきているが、途上国では、社会インフラや生産資本の整備が、今後の駆動力

となる。 物質ストック・フローモデルは、鉄鋼需要の削減可能性を検討することを目的とし、ストックが行うサービ

スのサービス需要からストックを構成する財とそこに含まれる鉄鋼需 要までを整合性をもって推 計するためのモ

デルである。 

 

４．結果及び考察  

（１）世界モデルを用いた気候安定化目標の実現可能性とその評価  

１） 世界技術選択モデルを用いた気候安定化目標の評価  

 2050年に世界の温室効果ガス排出量を1990年比半減するという目標を達成する際の限界削減費用は、2020

年に150ドル/tCO2eq、2050年に600ドル/tCO2eqであった。また、世界の追加投資額は2020年までに6.0兆ドル、

2050年までに73兆ドルであり、本研究で想定した世界のGDPの1～2％程度に相当する規模であることが分かっ

た。また、ロシアのように社会経済動向を考慮してもベースライン排出量ですでに1990年比排出量が25％減とな

る国もあれば、社会経済成長が著しい中国やインドにおいては、たとえ200ドル/tCO2eqの炭素価格下であっても

1990年比排出量が約倍 増となる国もある。よって、2050年世界半減目標の議論においては、各国の社会経 済

や技術動向も踏まえ、より詳細に遷移過程について議論を詰めていく必要があるといえる。 

 

２） 限界削減費用評価のためのツール開発  

日本、中国、韓国、モンゴルを対象に本ツールを適用した。各国の社会経済の特徴によって差異はあるが、全

般的に、0ドル/tCO2以下では、運輸部門における高効率な乗用車やトラック、民生部門におけるLED照明、産業

部門におけるボイラーの高効率 化などの技 術が有 効であり、0～100ドル/tCO2の間では、発電 部門 における風

力発電、バイオマス発電、運輸部門におけるバイオマス燃料などの技術が有効である。また、100ドル/tCO2以上

になると太 陽光 発電 も有 効な対 策となる。また、各 国のエネルギー価格 が異 なるため同じ対策 技 術でもその費

用対効果が異なるが、民生部門における断熱技術は、日本・韓国では0～100ドル/tCO2の間、中国・モンゴルで

は100ドル/tCO2以上になると優位となり、発電部門における高効率ガス火力発電は中国・モンゴルでは0～100

ドル/tCO2の間、日本・韓国では100ドル/tCO2以上になると優位な対策となる結果となった。 

 

３） エネルギーシステムバックキャストモデル 

 なりゆき社 会 の場 合 には、世 界 全 体 の温 室 効 果 ガス排 出 量 は2010年 以 降 ほぼ直 線 で増 加 し、2050年 には

75GtCO2eq ま で 増 加 す る 結 果 と な っ た 。 一 方 、 550ppmCO2eq 安 定 化 ケ ー ス で は 2050 年 ま で ほ ぼ 横 ば い 、

450ppmCO2eq安定化ケースでは2015年から削減が開始され、2050年には31.7GtCO2eqとなった。 

 地域別に比較すると、日本と韓国を含むOECDアジアでは、炭素割当量なしシナリオでも温室効果ガス排出量

は現状から横ばいであり、炭素割当量が与えられることで現状の排出量から半減以下まで削減が進むことが分

かる。一方で、中国やASEAN諸国では、450ppmCO2eq安定化シナリオを与えることで、現状と同程度の排出量

が維持される。インドでは、炭素割当量を与えることでベースラインシナリオよりは削減が進むが、450ppmCO2eq

安定化シナリオでも、2050年の温室効果ガス排出量は現状の1.9倍に増加した。 

 

４） 世界応用一般均衡モデルを用いた将来シナリオの検討  

 図3に示すようなSSP1からSSP3の社会像を、世界を対象とした応用一般均衡モデルを用いて定量的な分析を

行った。温室効果ガス排出量は、2100年において90～160GtCO2eq/年と大きな幅が見られ、緩和策に対する困

難 性が大 きいSSP5やSSP3などで大 きな値となっており、逆 に緩 和 策に対 する困 難 性 が小 さいSSP1やSSP4は

小さな値となった。一次エネルギー供給量についても同様の傾向がみられる。2100年における気温上昇は排出

量ほどの差が見られず、3.5～4.5℃となった。なお、SSPsで示されている社会像は温暖化対策を行わないなりゆ
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き社会を描写したもので、今後は各 SSPを起点に、対策ケースであるRCPsの再現を行う予定である。 

 

図3 SSPsにおける5つの社会像  

 

（２）わが国における温室効果ガス排出削減策の効果とその影響  

１） 日本を対象とした技術選択モデルを用いた2020年及び2030年の温室効果ガス排出削減目標の分析  

成長 ケース（2020年までの平 均経 済 成長 率を1.8％/年、それ以 降を1.2%/年と想 定）における2030年の温室

効果ガス排出量は、図4に示すように、原子力発電がない場合で1990年比3～20％削減でき、原子力発電のシ

ェアの上昇に応じて削減 幅が増大することが明らかとなった。2030年までの累積の追 加投資 額（温室 効 果ガス

排 出 量 の削 減 のために追 加 的 に支 出 された投 資 額 の合 計 を割 引 率 3%で計 算 ）は、70兆 ～119兆 円 となるが、

2030年までの省エネによるメリット（割引率 3%で計算）は54兆～93兆円となり、2031年以降の省エネメリットも加

味すると、85兆～147兆円と追加投資額を上回ることが示された。なお、2013年11月に発表された新たな2020年

の排出削減目標（原子力発電による削減効果を見込まず、2005年比3.8％削減）は、温暖化対策の低位と中位

の間に位置すると評価される。 

 
注：固定：技術固定ケース。低位～高位：温暖化対策導入ケース（対策の強度別に低位、中位、高位と設定）。  

 0％、15%、20%、25%、35%の各数値は、2030年の発電電力量に対する原子力発電の比率。  

図4 成長ケースにおける2030年の部門別温室効果ガス排出量  

 

２） 日本技術選択モデル（多地域版）の開発  

電力の地域間連系が現状のままで、原子力発電が再稼働されない場合においても80%削減は可能であるが、

2050年の限界削減費用は58,000円/tCO2と非常に高額になることが明らかとなった（図5のケース①）。部門別に

みると、2050年時点の主な排出源は産業，運輸，その他（エネルギー起源 の二酸化炭素以外）であり、家庭・業

務部門からの排出量はほぼ0となった。一方、図5のケース②では、地域間の電力連系が40万円/kWで増強でき

ると仮定し、費用が最小化されるように連系の増強量を内生的に設定して、北海道及び東北地域における再生

可能エネルギーを域外でも有効活用できるケースとした。ケース①からケース②に前提が変更されることで、2050

年 の地 域 間 の連 系 線 容 量 は、北 海 道 本 州 間 において60万 から207万 kW、東 北 東 京 間 において235万 kWから

972万 kW、中部北陸間において30万 kWから46万kWにそれぞれ拡大され、北海道・東北の水力を除く再生可能

エネルギーの供 給 量は940億 kWhから1120億 kWhに増加 し、限 界削 減 費 用は53,000円/tCO2となった。なお、こ

のケースの限界削減費用は、電力連系を増強せずに原子力の再稼働を想定したケース  における限界削減費

用とほぼ同額となった。 
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図5 多地域技術選択を用いた2050年における限界削減費用  

 

３） 日本経済モデルと技術選択モデルの統合によるわが国の排出削減目標の評価  

 わが国を対象に、技術 選択を組み込んだ応用一 般均衡モデルを行いて、2013年11月に報告されたわが国の

温室 効 果ガス排 出削 減 目標（2020年 に2005年 比 3.8％削 減）の経 済活 動への影 響 について評 価した。技 術 選

択モデルで選 択された省 エネ技 術の代わりに従来 型の省 エネ技術の導入 のみによって削 減目 標を達 成すると

想定した場合、エネルギー消費量を抑えるために活動水準を低下させることとなり、2020年のGDPはなりゆきケ

ースと比較して2%以上減少する結果となった。一方 、高水準な省エネ技術を選択肢に加えた場合、導 入される

技術は初期費用と1年分の運転費用で判断される設定となっているために、高水準な省エネ技術の導入は一部

にとどまるものの、一度導入した省エネ機器による省エネ効果は、機器の廃棄時まで継続する。このため、高水

準な省エネ技術の導入を促進するように、追加投資の費用の半分を補助する場合、2020年のGDPへの影響は

なりゆきケースと比較して-0.7%にとどまる。さらに、高水準な省エネ技術の導入を促すために、補助率を90%まで

高めると、高水 準な省 エネ技術の導 入がさらに高 まり、2020年のGDPは+0.05%と、なりゆきケースのGDPを超え

る結果となった。本分 析の結果から、より高性 能な省エネ技術を公的 補助も与えながら導 入することにより、削

減目標を達成する上ではより経済成長を促し、場合によってはなりゆきケースをも上回る経済成長を遂げること

も可能であることが明らかとなり、長期的な視点 から削減のポテンシャルを実 現するような省エネ技術 の導入を

促す施策の役割が重要となることを示した。  

 

４） 日本を地域分割した応用一般均衡モデルの開発  

 2030年までを対象に、なりゆきケースの試算を行った。現状では各地域の特性を十分に反映できていないこと

から地域による差違は明確ではないが、地域分割された技術選択モデルとの連携や再生可能エネルギーの賦

存量の反映などを通じて、より詳細な分析を行うことができると考えている。  

 

５） 多地域最適電源計画モデル 

 再生可能エネルギー導入量に複数のシナリオを想定し、複数の二酸化炭素排出量制約の下での最適電源構

成及び発電量、蓄電池導入量を評価した。太陽光発電のシェアの増加に伴い、総発電容量が急激に増加する。

これは、太陽光とその他の発電方式の設備利用率が異 なることに起因する。80%削減ケースでは、全設備容量

の約37%を太陽光発電設備が占めた。 

 

（３）社会の構成要素を記述するモデルの開発と将来シナリオへの適用  

１） 人口・世帯モデル 

 将来の人口の変化に対 応して、わが国の都市、農村別人口を年齢階 層 別に推計したり、世帯主 率の変化を

推計した。また、日本に適用したモデルをアジア主要国に適用し、各国の世帯数の推移等を推計し、将来のエネ

ルギーサービス需要の推計時における基礎とした。  

 

２） 家計生産モデル 

 家 計 におけるエネルギーサービス需 要量 の推移 の観点 から、中 国 の1人 あたりエネルギーサービス需 要量 が

2050年に日本に追い付くと仮定した場合のエネルギー需要量を推計した。エネルギー効率の改善を考慮しても

中国の家庭部門におけるエネルギー需要量は2005年と比較して61%増となった。また、中国では、所得の増加と

ともに消費支出が増加し、その結果、家庭から排 出される廃棄物は大幅に増加し、2030年には１人あたり廃棄

物排出量、家庭部門全体からの廃棄物排出量は、ともに2005年比3倍近くになる結果となった。こうした結果か

ら、低炭素社会を構築する上で家庭部門における取組の強化が必要となると考えられる。 

58

53 53

50

40

45

50

55

60

65

ケース①

(増強なし)

ケース②

(増強あり)

ケース③

(増強なし)

ケース④

(増強あり)

原子力再稼働なし 原子力再稼働あり

限
界

削
減

費
用

(千
円

/t
-C

O
2
)



 2A-1103-viii 

 

３） 物質ストック・フローモデル 

 物質ストック・フローモデルによる分析 の結果 、現 状の先 進諸国 の多くでは、1人あたり鉄鋼 ストック量 が4.9～

10.6トンの範囲となった。途上国が先進国と同水準までサービス需要量が増加すると想定して、将来の鉄鋼スト

ック量を推 計し、ストックに必要な需 要量 を推計した。推計 式における技術 水 準や温 暖化対 策の水準 に関する

係数を2005年の値で固定した「対策なし」の場合、2050年の世界の鉄鋼需要量は27億トンとなるのに対して、サ

ービス需要の管理、財ストックの効率改善、高性能素材の導入を想定した「対策あり」では、2050年の世界の鉄

鋼需要量は16億トンとなった。財別では、機械類、輸送機械の需要による鉄鋼需要のシェアが多い結果となった。

また、「対策あり」であっても、2050年まで鉄鋼需要量は2005年比で増加していることから、低炭素社会構築の視

点からは、粗鋼生産における温室効果ガス排出原単位の削減のため、省エネ技術の開発・普及に加え、生産に

おける電炉鋼の比率をどこまで上昇させることができるかが重要となる。  

 

５．本研究により得られた主な成果   

（１）科学的意義  

これまで国を最小単位として扱ってきたモデルを、地域スケールについて詳細化することにより、各地域特

性を反映させた温暖化対策の検討、評価を分析することが可能となった。特に、短期的に大幅な発電所新設

が見込めない状況下において、東日本大震災以降における電力需給の安定化に向けてどの地域でどのよう

な対策を講じることが効果的かを議論する素地を提供できると考えている。  

社会の構成要素を記述するモデルの開発では、各国の特徴、発展段階を踏まえた分析が可能となり、将

来シナリオの作成においても貴重な情報を提供することが可能となる。また、国際的に整備されている物量単

位での各種統計では、欠損、不整合が大きいが、物質ストック・フローモデルに関する研究により、金額、その

他の各種統計と整合性が高く、また、網羅的な物質フローの把握が可能となった。  

また、世界モデルに関する各種分析では、温暖化対策の国際比較研究プロジェクトや将来の社会経済 シ

ナリオ開発に参加、定量的な結果を提供することは、数理モデルや将来シナリオがもつ科学的な知見を社会

に提供することにつながっている。特に、他のモデルと比較することで、低炭素社会の実現に向けてどのような

将来像が描けるのか、そのための条件は何か、どの程度費用がかかりうるかを、よりロバストな形で検討する

ことができるようになる。 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

わが国を対象とした技術選択モデル及び応用一般 均衡モデルの結果については、環境省中央環境審 議

会  地球環境部会  2013年以降の対策・施策に関する検討小委員会において報告するとともに、エネルギー・

環境会議に対しても結果を報告してきた。技術選択モデルについては、小委員会に設置された技術ワーキン

ググループやマクロフレームワーキンググループにおいてモデルの分析結果を元に対策の方向性などについ

て検討が行われた。また、応用一般均衡モデルについては、道路特定財源の廃止による影響を環境省総合

環境政策局環境経済課に、国内排出量取引に関する分析結果を環境省地球環境局市場メカニズム室「国

内排出量取引制度の課 題整理に関する検討会」に、それぞれ提供することを通じて、環境政策の推進に貢

献してきた。 

アジア主要 国の研究 者 に対して実 施したモデルのトレーニングは、わが国 のみならずアジアにおける環 境

政策の底上げ、気候変動緩和策の実現にも貢献している。このほか、アジア開発銀行のプロジェクトを通じた

成果の提供も、北東アジア各国における温暖化対策の検討に貢献している。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

地域に分割したモデルを用いた分析結果は、国だけでなく、自治体における温暖化対策の検討において重

要な役割を担いうる。とりわけ、気候や経済活動 、再生可能資源の賦存量が多様なわが国において、自治体

における温暖化対策を支援するツールが利用可能となることは、地域特性にあった対策を検討、提案するこ

とが可能となり、気候変動緩和策の実現に向けて大きく貢献することにつながる。  

東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故により、わが国の温室効果ガス削減目標をエネルギー計

画とともに再考することとなり、単一の対策に大きく依存する計画の問題点を浮き彫りにした。こうした反省を

踏まえて、原子力の将来の想定に関する様々なシナリオの検討を行うとともに、発電部門において電力供給

の安定性を犠牲にすることのない温暖化対策を検 討するための基礎的情報 を多地域最適電源 計画モデル

によって提示することができる。こうしたシナリオも、将来の温暖化対策を検討する上で重要な示唆を与えるも

のであり、温暖化緩和策の検討に不可欠なものである。 
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様々な国際 比較 研究 プロジェクトへの参 画を通じて、将来 の多 様なシナリオを描くことが可能となり、わが

国における温暖化対策の議論に対して様々な情報を提供することが可能となっている。さらに、日本だけでは

なく世界が低炭素社会に向かう上で特に資金面で困難のある国々や地域に対して国際的な政策や枠組みで

どのように支援していくかを検討するための基礎的な情報についても提供できる。  

人口や物質フローの解析などは、低炭素社会を検討する上で不可欠な要因であり、将来社会を記述する

上で重要となる様々な因子を整合的に示すことが可能である。 
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2A-1103 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮したわが国の温暖化政策の効果

と影響 

（１）  世界モデルを用いた気候安定化目標の実現可能性とその評価  

 

（独）国立環境研究所 
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慶應義塾大学         森田 香菜子  

 

   平成23～25年度累計予算額：87,869千円  

（うち、平成25年度予算額：27,036千円） 

           予算額は、間接経費を含む。  

 

［要旨］ 

 世界の気温上昇を産業革命前と比較して2℃以下に抑えるという目標は、世界の首脳レベルでは

合意されてはいるものの、その実現に向けた具体的な道筋は未だ不透明である。こうしたなか、

世界を対象とした技術選択モデルや応用一般均衡モデルを用いた分析から、温室効果ガスの具体

的な削減経路についての検討を行い、EMF（Energy Modeling Furum）など様々な国際比較研究プ

ロジェクトに参画して結果を提供し、世界を対象とした温室効果ガス排出削減にむけた知見を蓄

積することを本サブテーマの目的とする。技術選択モデルによる分析結果から、2℃目標に相当す

る温室効果ガス濃度を450ppmに安定化させることは実現可能であり、その場合の限界削減費用は

600ドル/tCO2と評価された。また、IPCC SRES（Special Report on Emissions Scenarios）に代わる新

たな社会経済シナリオとして検討が進められているSSPs（Shared Socio-economic Pathways）の定量

化を、世界応用一般均衡モデルを用いて行ってきた。SSPsでは、緩和策、適応策の実施に向けた

可能性（Mitigative capacityとAdaptive capacity）によって5つのなりゆきの社会像（温暖化対策を導

入しない社会）が提示されており、開発した世界応用一般均衡モデルによる試算では、温室効果

ガス排出量が2050年に66～104 GtCO2eq、2100年には55～131 GtCO2eqという結果が得られた。  
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［キーワード］    

2℃目標、技術選択モデル、応用一般均衡モデル、将来シナリオ、限界削減費用  

 

１．はじめに  

 IPCC第一作業部会から第三作業部会の第5次評価報告書が示され、地球温暖化の進行とその影響、

対策に向けた取り組みに関する最新の知見がとりまとめられた。2010年にメキシコのカンクンで

開催された気候変動枠組条約第16回締約国会議において、「産業化以前からの世界平均気温の上

昇を2℃以内に収める観点から温室効果ガス排出量の大幅削減の必要性を認識する」とされたカン

クン合意が採択された。IPCC第三作業部会が報告した第5次評価報告書1)によると、66%の確率で

産業革命前からの気温上昇を2℃以下に抑えるための温室効果ガス排出経路は450ppm安定化に相

当し、現状の排出量の増加傾向を踏まえると、達成するには依然厳しい目標となっている。こう

した状況の中、IPCC SRESに代わる新たな長期の将来シナリオ作成や、IPCC第5次評価報告書に向

けたモデルの国際比較研究プロジェクトが実施され、省エネ技術や再生可能エネルギー等の対策

に加えて、社会経済活動そのものの見通しなど、温室効果ガス排出量の削減に向けてあらゆる面

での検討が行われてきた。  

 

２．研究開発目的  

 図(1)-1に、本研究課題全体が対象とするモデルと、本サブテーマで開発、改良したモデルの関

係を示す。  

 

 

図(1)-1 2A-1103で対象とするモデルとサブテーマ（１）で対象とするモデル（一点鎖線部分）  
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本サブテーマでは、世界を対象とした技術選択モデルと応用一般均衡モデルの開発、改良を行

い、産業革命前と比較して世界の平均気温上昇を2℃以下に抑えるといった長期的な温暖化対策目

標に対して、具体的な対策を提示することを目的としている。また、その一環として、国際比較

研究プロジェクトに参画するとともに、IPCC SRESに代わる新たな社会経済シナリオであるSSPs

の定量化を行うことも本サブテーマの目的の1つとしている。さらに、政策決定者との対話を意識

して、より簡便に限界削減費用を評価するためのツールや、削減量を可視化するためのツールの

開発を行うことも目的とする。  

 

３．研究開発方法  

 本サブテーマでは、世界を対象とした技術選択モデルと応用一般均衡モデルの開発、改良を通

じて、長期的な気候変動対策の実現可能性とその影響を定量的に評価した。また、技術選択モデ

ルをバックキャスティングモデルへと拡張したり、応用一般均衡モデルに技術選択のモジュール

や土地利用変化のモジュールを組み入れたりすることで、多様な将来シナリオの叙述に対応でき

るようにモデルの拡張を行った。また、技術選択モデルや応用一般均衡モデルをアジア各国へ適

用するためのトレーニングワークショップについても（独）国立環境研究所において開催した。  

 

（１）世界技術選択モデル  

 世界技術選択モデル（AIM/Enduse [Global]）は、中長期的な温暖化緩和策の評価を行う技術経済

モデルである。このモデルでは、詳細な温暖化対策技術を明示的に取り扱い、それらの普及量を

推計することにより、将来の温室効果ガスの排出削減可能量や排出削減コストを評価し、また、

特定の排出経路を実現するために必要な対策技術の選択のあり方を評価する。技術選択は、サー

ビス需要（工業生産量、冷房需要、輸送量、農業生産量等）を充足するという条件下で、システ

ム総費用（初期費用、運転費用、燃料費、炭素税）を最小化する線形計画問題として定式化され

ている。現行のモデルは世界を32 地域に区分し、約200～300種の温暖化対策技術を考慮している。

主な対象ガスは京都6ガス（CO2、CH4、N2O、HFCs、PFCs、SF6）であり、分析期間は2005 年～

2050 年である。このモデルの特徴は、エネルギー供給側のみでなく、最終エネルギー消費部門（産

業、運輸、家庭、業務）や非エネルギー部門（農業、一般廃棄物、資源採掘、Fガス）についても

技術情報を詳細に考慮した逐次動学型の分析をおこなうことができることである。本研究では、

本モデルを用いて、 EMFや AMPERE (Assessment of Climate Change Mitigation Pathways and 

Evaluation of the Robustness of Mitigation Cost Estimates)といった国際的なモデル比較研究に情報提

供を行った。  

 

（２）限界削減費用評価のためのツール開発  

 技術選択モデルが逐次動学型モデルであるのに対して、ある時点における技術選択の内訳およ

びその単位削減費用を明示することで、削減費用曲線を描くことができる静学型の分析ツールを

開発した。本ツールでは、技術選択モデルと同じ枠組みおよび同じデータベースを用いて、部門

別の削減ポテンシャルおよび削減費用の特徴の分析ができる。本分析では、各国の最新の社会経

済指標やサービス需要量の情報を元に、各部門における将来の技術の見通しを考慮して、部門別

に削減ポテンシャルを積み上げることで2020年および2030年における中期削減目標を評価した。
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前提条件の差異により技術選択の結果が異なることが言えるが、その中でも特に主要な要因とし

て挙げられる投資回収期間の違い（短期間、長期間）および炭素価格の違い（50、100、200、お

よび1000ドル/tCO2)を考慮して、各国の特徴を分析した。また、大規模なプラントやインフラなど

は一度対策を取ると、その後の対策の変更が難しくなる（ lock-inされてしまう）ため、特に発電部

門におけるlock-in効果の影響も考察をした。  

 

（３）エネルギーシステムバックキャストモデル  

 逐次均衡で将来推計を行う技術選択モデルに対して、エネルギーシステムバックキャストモデ

ルは、動学的最適化構造をもつモデルであり、技術選択モデルと同じ技術種をもつモデルである。

想定された将来の目標に対して、どのタイミングでどの施策を導入することが最適であるかを分

析することができる。 

気候変動安定化目標から導出される2000年から2050年までの炭素割当量（Carbon Budget）を満

足させるための道筋を、世界を対象としたエネルギーシステムバックキャストモデルを用いて分

析した。炭素割当量は、外部の気候モデルの分析結果を参考に450 ppm CO2eq安定化ケースでは

1,600 GtCO2、550 ppm CO2eq安定化ケースでは1,800 GtCO2とした。また、合わせて原子力発電、

炭素隔離貯留（Carbon Capture and Storage：CCS）、太陽光・風力およびバイオエネルギーそれぞ

れの将来の技術見通しに楽観シナリオと悲観シナリオを2種類想定し、その影響についても分析し

た。表(1)-1に、本解析にて実施したシナリオを一覧で示す。なお、技術については楽観シナリオ

を基準とし、いずれかの技術が悲観シナリオとなることとした。 

 

表(1)-1 エネルギーシステムバックキャストモデルの解析に用いた将来シナリオの想定  

シナリオ  概要  

Base-AllTech 炭素割当量なし（ベースライン）シナリオ+全技術楽観シナリオ  

Base-NucOff 炭素割当量なし  + 原子力悲観シナリオ  

Base-LimSW 炭素割当量なし  + 太陽光・風力悲観シナリオ  

Base-LimBio 炭素割当量なし  + バイオエネルギー悲観シナリオ  

450-AllTech 450 ppm + 全技術楽観シナリオ  

450-NoCCS 450 ppm + CCS悲観シナリオ  

450-NucOff 450 ppm + 原子力悲観シナリオ  

450-LimSW 450 ppm + 太陽光・風力悲観シナリオ  

450-LimBio 450 ppm + バイオエネルギー悲観シナリオ  

550-AllTech 550 ppm + 全技術楽観シナリオ  

550-NoCCS 550 ppm + CCS悲観シナリオ  

550-NucOff 550 ppm + 原子力悲観シナリオ  

550-LimSW 550 ppm + 太陽光・風力悲観シナリオ  

550-LimBio 550 ppm + バイオエネルギー悲観シナリオ  

 

（４）世界応用一般均衡モデル  

 本サブテーマでは、世界を対象とした逐次動学型の応用一般均衡（CGE）モデルの開発を行い、

そのモデルを用いて、IPCCへの入力を目的とした社会経済シナリオ（SSPs: Shared Socio-economic 

Pathways）の開発や環境研究総合推進費S-6-1の温室効果ガス排出量の世界半減シナリオを作成し

てきた。このCGEモデルは、多地域・多他部門モデルであり、IFPRI（International Food Policy Research 

Institute）が作成したStandard CGE model
2)をベースにし、それに改良を加えたものである。生産、
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消費、投資、貿易活動が各種生産要素、財等の価格を所与とした関数を用いて記述されている。

本モデルは逐次型応用一般均衡モデルである。本研究では計算ステップは1年ずつとした。各部門

には蓄積された資本があり、次の年になると前年まで蓄積された資本の一部を減耗し、新たに資

本の蓄積を行ったものを追加する。この減耗率は一律4%とした。既存資本と新規資本はCES

（Constant Elasticity of Substitution）関数（代替弾力性は5.0）を用いて合成するとした。資本の取

り扱いは、Putty-Clay型として、新規資本は価格に応じて投入量が異なり、既存資本は一度配備さ

れると固定されるとした。従って、新規資本と既存資本は異なる市場を持っていると仮定してい

る。  

農業、林業、畜産業は、土地を投入要素とする。土地の投入量は(1)式に示すとおり生産量に土

地生産性係数、および作付強度係数を乗じ、生産者価格にきわめて小さな弾性値を乗じた。  

j
j j j j jQLND QA ci yi PA


      ··························· (1) 

ここで、QLNDj; 部門jの土地投入量、QAj; 部門jの生産量、cij; 部門jの作付強度、yij; 部門jの土地

生産性、PAj; 部門jの生産者価格、j; 生産者価格に対する土地投入量弾性値  

一般的なCGEモデルでは要素間の代替関係を表すCES等の関数を用いることが多いが、このよう

な関数形を採用した理由は以下の通りである。CES関数では土地の収益次第で物理的に不適切な単

収を実現してしまうことがあり得るが、こういった挙動を排除する必要がある。そこで、単純に

レオンティエフ関数のように価格に対して投入量を変化させず、固定係数を乗じるということを

はじめに想定した。しかし、固定係数である場合、土地のひっ迫度が非常に高い地域等でシナリ

オによってはモデルの求解が困難となる場合が発生するという技術的な問題が生じた。そこで、

それらを解決するために、基本的にはレオンティエフ関数を念頭に置くが、求解が可能なように

フレキシビリティを持たせるために、価格弾性値を累乗した。  

また、各部門の土地はさらにAEZ（Agro-Ecological Zone）別に分かれる。AEZはFAO（Food and 

Agricultural Organization）、IIASA（International Institute for Applied System Science）が共同で開発

した農業生産性に関する土地の区分の方法であり、気温、降水、土壌などの条件から生物学的な

潜在生産性を算定しているものである。そのシェアをロジット関数で選択するものとして定式化

を行った。このロジット関数は離散選択にしばしば用いられる関数であり、(2)式に示すとおりで

ある。式(2)は土地の収益に応じてその土地利用のシェアを決め、土地の収益が高くなるとその部

門の土地利用シェアが高くなることを意味している。  

 
 

1
, ,

, 1
, ,

exp 1 ln

exp 1 ln

j

j

l j l j

l j

ll j ll j

ll L

ILS





 

 






···················· (2) 

ここで、ILSl,j：部門jの土地区分AEZlのシェア、π l,j：土地区分AEZl、部門 jの土地の収益、μ1i,j、

ρ1j：パラメータである。  

式中のρ1は先験的に与えられるパラメータであり、土地の収益に対する弾力性を表す。ここで

は1という値を使用した。係数μは基準年の土地の収益と、土地利用シェアの情報を用いてキャリ

ブレートする。  

家計消費は効用関数として、(3)式で定義されるLES（Linear Expenditure System）関数を用いて、

各財が選択される。LES関数は、基本的に価格に関係なく消費されるγと、予算制約下で所得や価
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格に応じてその消費バスケットを変化させるβというパラメータで表現される。  

  i

i i

i

U QH


    ··························· (3) 

ここで、U; 効用、QHi; 財iの購入量  

購入量QHの財iのうち、エネルギー（電気、石油製品、ガス等）、穀類（米、小麦、その他穀類）

については合計量をこの式で決定し、その内訳についてはロジット関数で決定する。所得弾力性

を前提条件として与え、将来の効用関数を更新した。食料需要はFAOから得られた食料消費の見

通しに基づいて所得弾力性を作成し与えた。  

エネルギーとして利用できるバイオマスは、3種類を想定した。第一にトウモロコシやサトウキ

ビなどの糖類から製造するバイオ燃料であり、通称第一世代バイオマスと呼ばれる。第二にセル

ロースからバイオ燃料を製造する通称第二世代バイオマスと呼ばれるもののうち、エネルギー用

途専用の作物、たとえばスイッチグラス等を原料として製造するもの。第三に第二世代バイオマ

スのうち作物残渣や木材残渣などを原料として製造するものである。これらに従い、3種類の生産

活動、生産関数を導入する。バイオ用途専用の作物の土地生産性は熱帯、温帯、冷帯でそれぞれ

20、17.5、15t/haとした。また、第一世代バイオマスの原料は各地域でそれぞれ固有の財（例えば、

北米ではその他穀類（トウモロコシ）、ブラジルでは砂糖）を想定した。  

土地の分配には複数の枝分かれを持つロジット選択型関数を用いる。このロジット関数は、各

地域、AEZ別に土地の所有者がいて、各作物や畜産、林業等に土地の分配をするときに土地の収

益を基にしてそのシェアを決定していると仮定している。また、現在使用されている土地だけで

なく、自然林等の未開拓地、休耕地等もその選択の中に入れる。土地利用の選択の状況を図(1)-2

に示す。なお、ツンドラ、都市、岩場などはこの土地選択からは除外している。  

 

図(1)-2 土地の分配  

 

まずはじめ（図(1)-2の最上部において）に、土地所有者は所有している土地を、森林とするか、

草地・農地となる非森林とするか、という選択を行う。森林の場合は管理された森林と自然林で

わかれる。非森林の場合、次に草地か農地の選択となり、農地の場合は休耕地か作物生産に使わ

れる農地の選択が行われ、さらに生産に使われる農地は作物別に分かれる。一方、草地は牧草と

して使用するかどうかが決められる。各段階の選択は、(2)式と同様の形で定式化している。(2)式

中の係数ρ1は先験的に与えられるパラメータであり、土地利用変化の容易さを表す。  

 なお、長期的な分析と短期的な分析において、部門数や地域数は変更しており、特にSSPsのよ

うな2100年までといった長期の分析においては、地域数や部門数を統合して、簡略化した分析と

なるようにしている。  

自然林

森林農業

二次林

自然草地 牧草地

可耕地

耕作地 休耕地

畜産1 畜産2

森林 非森林

草地

作物1 作物2

1

2 3

4 5

6 7
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（５） 削減量可視化ツール 

モデル開発だけでなく、わかりやすさという視点から、英国で開発されてきた削減量可視化ツ

ール3)をわが国に適用するためのモジュール開発やデータ収集についても行った。ここでは、エネ

ルギー供給と需要に関する主要要因ごとに4つのレベル（レベル1：ほとんど、あるいは全く削減

努力をしない、レベル2：大多数のステークホルダーからみて、達成可能な削減努力を行う、レベ

ル3：達成可能ではあるが、本質的な変化と相当の削減努力が必要、レベル4：物理・技術的限界

に向けて努力する極めて野心的なもの）を選択することで、2050年までの5年ごとの温室効果ガス

排出量の道筋、発電電力量、一次エネルギー供給等を提示することができる。  

 

４．結果及び考察  

（１）世界技術選択モデルを用いた解析  

 AIM/Enduse[Global]の成果は、様々な国際比較研究プロジェクトに提供されてきた。以下では、

EMF27、AMPERE、Asia Modeling Exercise (AME)、世界技術積み上げモデル比較プロジェクト、ア

ジア開発銀行の政策貢献、などに提供した結果を中心に説明する。  

 

１）Energy Modeling Forum 27への参加とその結果  

 米国スタンフォード大学が中心となって行っている国際的なモデル比較プロジェクトである

EMF27に、AIM/Enduse[Global]は参加した。EMF27では、450ppmCO2eq等の温室効果ガス濃度安定

化目標を達成するための世界規模での対策シナリオの検討を行なっている。簡易気候モデルを組

み込んだ動学最適化モデル（AIM/Impact[Policy]）を用いた分析から、2100年に温室効果ガス濃度

を450ppmCO2eqに抑えるためには、世界の温室効果ガス排出量を2050年に1990年比で約50%に削減

する排出経路が示されている。AIM/Enduse[Global]では、この排出経路を前提に、2050年までを対

象にした温室効果ガス排出量の大幅削減の技術的実現可能性について分析を行なった。  

 分析の結果、450ppmCO2eq安定化シナリオの2050年までの温室効果ガス排出経路は技術的に達

成可能であることが示された。しかし、目標を達成するためにはエネルギーシステムの大幅な変

化が必要であることが分かった。このシナリオでは、図(1)-3に示すように、2050年の発電量のう

ち約75%を太陽光、風力、バイオマス、水力といった再生可能エネルギーが占める。さらに、CCS

付きバイオマス発電といった正味の二酸化炭素排出量が負となる技術が導入される。2050年にお

いて温室効果ガス排出削減量が大きい上位5つの技術は、CCS、太陽光発電、風力発電、バイオマ

ス発電、バイオ燃料であり、これらの技術で全削減量の約60%を占める。このほかに、省エネ等の

最終エネルギー部門における技術が全削減量の約30％を占める。残りの約10%は、Fガス、農業、

廃棄物などの非エネルギー部門が占める。  

 さらに、450ppmCO2eq安定化シナリオにおける技術の役割を分析するために、主要技術の利用

可能性や導入量に制約を課した場合のモデルシミュレーションを行った。具体的には以下の4つの

ケースについてシミュレーションを実施した。  

・No CCSケース：CCSが利用可能でないケース  

・Low NUCケース：原子力発電がフェーズアウトするケース（現在、建設中あるいは計画中のも

のを除いて原子力発電所の新設がないと想定）  
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・Cns W&Sケース：将来の風力発電、太陽光発電のコスト低減について保守的な想定を行ったケ

ース  

・Low BMSケース：世界のバイオエネルギーの総供給可能量を100EJ/年と想定したケース  

 分析の結果、すべてのケースにおいて450ppmCO2eq安定化シナリオの温室効果ガス排出経路は

達成可能であることが示された。しかし、達成にかかるコストはケースによって異なることが分

かった。特に、将来CCSが利用可能でない場合には、目標達成のために必要な投資額が大きく増加

することが分かった（図(1)-4参照）。これは、CCSを導入しないことによる発電部門や産業部門に

おける温室効果ガス排出増分を運輸部門や民生部門における割高な技術（燃料電池トラックや超

高断熱技術等）の導入で相殺する必要があるためである。なお、AIM/CGE[Global]の分析結果から、

450ppmCO2eq安定化シナリオでは、上記の対策技術に制約が課されると2070年以降に多くの場合

で解が得られず、450ppmCO2eq安定化シナリオの実現に向けては、あらゆる対策の導入が必要と

なることがわかる。  

 

 

図(1)-3 450ppmCO2eq安定化シナリオにおける技術別温室効果ガス排出削減量（2050年、世界）  

 

 

図(1)-4 450ppmCO2eq安定化シナリオ達成にかかる投資費用（2005～2050年の累積、世界）  
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２）AMPERE（Assessment of Climate Change Mitigation Pathways and Evaluation of the 

Robustness of Mitigation Cost Estimates）への参加とその結果  

 「気候変動対策の経路評価とロバストな対策コスト評価」国際モデル比較プロジェクト

（Assessment of Climate Change Mitigation Pathways and Evaluation of the Robustness of Mitigation 

Cost Estimates; AMPERE）」とは、欧州委員会（EC）の第7次研究枠組み計画（FP7）の元で実施

されている気候変動対策の統合評価モデルに関する国際モデル比較プロジェクトである。プロジ

ェクトはPIK（Potsdam Institute for Climate Impact Research）が統括し、（独）国立環境研究所はメ

ンバーとして参画している。プロジェクトの目的は、複数の統合評価モデルの、特に経済に関す

る評価システムを比較することによって、気候変動対策の費用に関する知見を向上させることと、

成果をIPCC第5次評価報告書も含めた国際的な研究コミュニティに提供することであり、これによ

り政策決定に対して気候変動対策費用見積もりに関するよりよい知見を提供することも目的とし

ている。  

 図(1)-5に、GDPや人口等の前提条件をプロジェクトで共通化した調和プロセス（Harmonization）

後の世界CO2排出量のモデル間比較の結果を示す。図(1)-5(a)において、上から炭素税なしケース、

12.5ドル/tCO2から指数増加するケース、50ドル/tCO2から指数増加するケースを示し、本研究成果

はAIM-Enduseの凡例で示された結果である。炭素税をかけないケースでは、2100年に向けて世界

全体のCO2排出量は3倍から4倍に増加すると予測されていることがわかる。指数増加する炭素税を

課税するとCO2排出量は減少し、特に50ドル/tCO2から指数増加させるケースでは、いくつかのモ

デルにおいては2100年にゼロもしくはマイナスの排出量になると予測していることがわかる。一

方、図(1)-5(b)に示すように50ドル/tCO2や200ドル/tCO2の一定額を課税し続けるケースでは、炭素

税なしケースよりも世界全体のCO2排出量は減少するが、指数増加するケースと比較すると削減量

は大きくなく、2100年でも現状から半減程度が最大と予測していることがわかる。  

 

 

(a) 上から炭素税なし、12.5ドル/tCO2から指数  (b) 上から炭素税なし、50ドル/tCO2固定、  

増加、50ドル/tCO2から指数増加の各ケース  200ドル/tCO2固定の各ケース  

図(1)-5 世界CO2排出量のモデル間比較（調和後）  
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３）Asia Modeling Exerciseへの参加とその結果  

米国スタンフォード大学が中心となって行っている国際的なモデル比較プロジェクトである

Asia Modeling Exercise (AME)に、AIM/Enduse[Global]は参加した。AMEでは、特にアジア地域に注

目し、世界の主要な研究機関によって開発された世界多地域多部門のトップダウンモデルとボト

ムアップモデルの両方の比較検証が行われた。分析対象シナリオは、炭素価格シナリオ（例えば、

2020年の炭素価格を10ドル/tCO2eq、30ドル/tCO2eq、もしくは50ドル/tCO2eqとし、そこから一定の

割合で上昇させるシナリオ）および安定化濃度シナリオ（例えば、2100年までの安定化濃度目標

を3.7 W/m
2もしくは2.6W/m

2とするシナリオ）であり、想定したシナリオ下におけるアジア主要国

の排出量や電源構成などの挙動について検証が行われた。  

まず、簡易気候モデルを組み込んだ動学最適化モデル（AIM/Impact[Policy]）によって2100年ま

での安定化濃度目標（3.7W/m
2もしくは2.6W/m

2）における世界の温室効果ガス排出量の排出経路

を示し、AIM/Enduse[Global]では、その排出経路を前提とした2050年までの温室効果ガス排出量の

大幅削減の技術的実現可能性について分析を行なった。AIM/Enduse[Global]による分析の結果の例

を図(1)-6に示す。その結果、2℃目標シナリオに相当する2.6W/m
2シナリオ（橙破線）は、世界お

よびアジアにおいて技術的には達成可能であることが示された。その実現のためには、炭素回収

貯留技術（CCS）、太陽光発電、風力発電、バイオマス発電およびバイオ燃料が主要な5つの対策

であり、2050年における全温室効果ガス排出削減量のうち約6割を占めることが分かった。特に、

大幅な再生可能エネルギーの導入だけでなく、CCS付きバイオマス発電といった正味のCO2排出量

を負とする技術も必要とされる。特に、CCSやバイオマスに関してその導入制約を課した場合は、

目的達成のために必要な2050年までの累積投資費用が大幅に上昇してしまうため、削減費用とい

う観点から言えば、CCSとバイオマスに関する対策技術は2.6W/m
2シナリオの実現のためには極め

て重要な役割を示すことが分かった。  

 

 

 

図(1)-6 なりゆきシナリオと安定化濃度目標シナリオの推移  

 

４）世界技術積み上げモデルの比較検討と世界半減シナリオの技術的可能性に関する検討  

世界の主要な研究機関によって開発された世界多地域多部門技術積み上げモデルによる限界削

02

Reference CO2 pr ice $10 (5%p.a.) CO2 pr ice $30 (5%p.a.)

CO2 pr ice $60 (5%p.a.) 3.7W/m2 NTE 2.6W/m2 OS
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減費用および削減ポテンシャルの国際モデル比較研究を実施し、温室効果ガス排出主要国におけ

る2020年、2030年の技術的な削減ポテンシャルおよび費用について比較検討を行った。また、

AIM/Enduse [Global]モデルを用いて、本国際モデル比較に分析結果を提供し、さらに2050年におけ

る世界の温室効果ガス半減目標を達成するための技術的な削減量およびその費用についても検討

を行った。  

IPCC第4次評価報告書第三作業部会の第11章において、ボトムアップ手法とトップダウン手法の

部門別・コスト別の削減ポテンシャルが比較検討されていたが、用いられていたボトムアップモ

デルは1つのみであり、科学的根拠が十分ではなかったため、本国際モデル比較研究においては、

世界の主要な世界多地域多部門モデルであり、かつ、対策技術を明示的に扱う技術積み上げ要素

を取り込んだモデルであるGCAMモデル（PNNL, USA), GAINSモデル（IIASA, Austria）、McKinsey

モデル（McKinsey, International company）、DNE21+モデル（RITE, 日本）およびAIM/Enduse[Global]

の結果を比較検証した。比較項目は、京都6ガスを対象とし、0～200ドル/tCO2eqの炭素価格下にお

ける削減量・排出量の推移だけでなく、社会経済動態（人口、GDP）やベースライン排出量およ

び部門別・エネルギー種別の内訳などについて、低炭素社会シナリオへの遷移過程を把握するた

めに2020年、2030年の結果の詳細な分析を行った。また、主要排出国である米国、欧州27カ国、

ロシア、中国、インドおよび日本の結果だけでなく、議定書Ｉ国（Annex I）、Non-Annex I、OECD、

non-OECD、AsiaおよびGlobalの結果についても分析を行った。その結果の例を図(1)-7に示す。  

限界削減費用と削減ポテンシャルについて、世界を地域別・部門別に比較する際は、社会経済

データの設定や、主要な対策技術の設定とその導入規模、特に原子力や再生可能エネルギーの電

源構成や炭素回収貯留技術（CCS）の有無やその導入規模の設定により、大きく結果が変わりうる

ことが定量的に示された。特に、中国やインドのような発展途上国においては、モデルによって

大きく差異があり、対策技術の想定規模だけではなく、ベースライン排出量の想定の違いも結果

に影響を与えることが分かった。  

一方で、世界における2℃安定化濃度目標や2050年排出量半減目標シナリオを実現するためには、

現在の社会経済発展状況の延長上ではなく、より厳しい排出削減対策が必要とされる。そこで、

AIM/Enduse[Global]を用いて、2050年における世界の温室効果ガス半減目標を達成するための技術

的な削減量およびそのコストと、その遷移過程について地域別・部門別・技術別に詳細に分析を

行った。その結果の例を図(1)-8に示す。2050年世界半減目標を達成する際の限界削減費用は2020

年に150ドル/tCO2eq、2050年に600ドル/tCO2eqであった。また、世界の追加投資額は2020年までに

6.0兆ドル、2050年までに73兆ドルであり、本研究で想定した世界のGDPの1～2％程度に相当する

規模であることが分かった。また各地域の遷移過程を分析するために2020年における1990年比排

出量を比較すると、例えばロシアのように社会経済動向を考慮してもベースライン排出量ですで

に1990年比排出量が25％減となる国もあれば、社会経済成長が著しい中国やインドにおいては、

たとえ200ドル/tCO2eqの炭素価格下であっても1990年比排出量が約倍増となる国もある。よって、

2050年世界半減目標の議論においては、各国の社会経済や技術動向も踏まえ、より詳細に遷移過

程について議論を詰めていく必要がある。  
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（2020年 Annex I）              （2020年 アジア）  

 

    
（2020年 Annex I）              （2030年 アジア）  

 

    
（2050年 Annex I）              （2050年 アジア）  

 

注：図はモデル比較の結果を示したもので、AIM/Enduseが本研究で開発したモデルである。  
2050年については、他のモデルの情報提供がないために、AIM/Enduseのみとなっている。  

図(1)-7 限界削減費用とベースライン比削減ポテンシャルの比較結果  
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図(1)-8 2050年世界半減目標を達成する際の世界の技術別温室効果ガス排出削減量  

（左：2020年、右：2050年）  

 

５）2℃目標シナリオの技術的可能性と温室効果ガス及び大気汚染物質の潜在削減量に関する検討  

 AIM/Enduse[Global]は、世界を対象とした技術選択モデルであるが、その成果を上述のように

様々な国際比較研究プロジェクトに提供してきた。また、各国の中長期的な技術的な削減目標策

定の議論に用いられてきた。特に、近年、産業革命以前と比べて2℃上昇以内に気温上昇を抑える

シナリオが注目されている。そこで、世界的に著名な国連環境計画による報告書Gap Report
4)で議

論されている、2℃シナリオ、2.5℃シナリオ、および3℃シナリオの世界の排出量経路（注：各シ

ナリオとも66％以上の確率で達成するシナリオの幅のうち、中央値の値をここでは採用）を満た

すときのAnnex IおよびNon Annex Iにおける排出経路の分析を、AIM/Enduse[Global]を用いて行っ

た。またそれらの結果と2050年において炭素税を50ドル/tCO2、100ドル/tCO2、200ドル/tCO2および

400ドル/tCO2を課したときの排出経路との比較を行った。その分析例を図(1)-9に示す。その結果、

現在の炭素価格市場の延長上相当と想定される50ドル/tCO2シナリオでは、3℃シナリオは達成可能

だが、 2.5℃シナリオの達成には不十分であると分かった。 IEAの報告書 Energy Technology 

Perspective 2010では、450ppmシナリオの達成に2050年の炭素価格が175ドル /tCO2と報告されてい

るが、本研究の200ドル /tCO2シナリオでは、UNEP報告書における2.5℃シナリオ相当であり、2℃

目標の排出経路に至るには削減対策がまだ不十分であり、2℃シナリオ達成には400ドル/tCO2相当

の炭素税が必要とされる。2℃シナリオにおける2020年、2030年および2050年の2005年比削減率は、

Annex Iにおいてはそれぞれ-10%, -37%および-75%であり、Non Annex Iにおいてはそれぞれ+3%, 

-9%および-41%であった。  
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図(1)-9 Annex IおよびNon Annex Iにおける温室効果ガス排出経路の分析  

 

このように2℃シナリオの達成には、現状の炭素価格よりも高額な価格となるが、エネルギー需

要部門における省エネ技術の推進やエネルギー供給部門における大幅な燃料転換により、温室効

果ガスだけではなく大気汚染物質も削減される。そこで、温暖化対策の副次的な便益として、エ

ネルギー起源の大気汚染物質がどの程度削減されるか、その潜在削減量も含めて2℃シナリオを評

価する必要がある。そこで、大気汚染物質の削減量およびその要因分析の例を図(1)-10に示す。大

気汚染物質によって主な排出源が異なるため、削減量および削減要因はAnnex IおよびNon Annex I

でその傾向は異なるが、主にSO2は発電部門由来が大きいため、2℃シナリオにおいて発電部門に

おける温室効果ガス削減策がSO2削減量にも大きく寄与していることが分かる。NOxについては、

発電部門だけではなく運輸部門からの排出量も大きいため、燃費の向上やガソリン車からハイブ

リッド車などへの代替などの効果が、NOx削減量にも大きく寄与していることが分かる。  
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図(1)-10 Annex IおよびNon Annex Iにおける大気汚染物質排出経路の分析  

 

（２）限界削減費用比較ツールを用いた東アジアにおける限界削減費用の比較検討  

 AIM/Enduseモデルと同様のデータベース構造による限界削減費用比較ツールを用いて、アジア

開発銀行（ADB: Asia Development Bank）による「北東アジアにおける気候変動の経済評価および

低炭素成長戦略（Economics of Climate Change and Low Carbon Growth Strategies in Northeast Asia）」

に対して、北東アジア4カ国（日本、中国、韓国、モンゴル）における技術的な削減ポテンシャル

および対策費用の分析を行い、北東アジアの低炭素成長戦略の議論に貢献をした。図(1)-11は、短

い投資回収期間（約3年程度）のもとでの、100ドル/tCO2の炭素価格下における日本、中国、韓国、

モンゴルの2020年の削減費用曲線を示している。各国の社会経済の特徴によって差異はあるが、

全般的に、0ドル/tCO2以下では、運輸部門における高効率な乗用車やトラック、民生部門における

LED照明、産業部門におけるボイラーの高効率化などの技術が有効であり、0～100ドル/tCO2の間

では、発電部門における風力発電、バイオマス発電、運輸部門におけるバイオマス燃料などの技

術が有効である。また、100ドル/tCO2以上になると太陽光発電も有効な対策となる。また、各国の

エネルギー価格が異なるため同じ対策技術でもその費用対効果が異なるが、民生部門における断

熱技術は、日本・韓国では0～100ドル /tCO2の間、中国・モンゴルでは100ドル /tCO2以上になると

優位となり、発電部門における高効率ガス火力発電は中国・モンゴルでは0～100ドル/tCO2の間、

日本・韓国では100ドル/tCO2以上になると優位な対策となる。投資回収年の差異については、日本

において大きな影響がみられた。これは、他国と比べてエネルギー価格が高いため、投資回収期

間を長くとると、省エネ効果によるエネルギー回収分による費用削減効果が大きく見積もられる

ためである。逆に、エネルギー価格が安い途上国においては、投資回収期間を長く取ったとして

も、初期費用を回収するだけの費用対効果が見込めず、省エネ効果が高い技術でも初期費用が高

額な場合は優位な対策になりにくい、という傾向がみられた。  
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図(1)-11 日本、中国、韓国、モンゴルにおける2020年の削減費用曲線の比較  

 

（３）エネルギーシステムバックキャストモデル  

 図(1)-12に、エネルギーバックキャストモデルを用いて、表(1)-1に示した各シナリオの世界全体

の温室効果ガス排出量の推移を示す。  

 

 

図(1)-12 世界温室効果ガス排出量の変化  

 

炭素割当量がないなりゆき社会の場合には、世界全体の温室効果ガス排出量は2010年以降ほぼ

直線で増加し、2050年には75GtCO2eqまで増加する結果となった。一方、炭素割当量を与えること
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で、世界全体の温室効果ガス排出量は減少し、550ppmCO2eq安定化ケースでは2050年までほぼ横

ばい、450ppmCO2eq安定化ケースでは2015年から削減が開始され、2050年には31.7GtCO2eqと炭素

割当量なしシナリオの排出量と比較して、40%まで減少することがわかる。  

 地域別に比較すると、図(1)-13に示すようにOECDアジア（日本及び韓国）では、炭素割当量な

しシナリオでも温室効果ガス排出量は現状から横ばいであり、炭素割当量が与えられることで現

状の排出量から半減以下まで削減が進むことが分かる。一方で、中国やASEAN諸国では、

450ppmCO2eq安定化シナリオを与えることで、現状と同程度の排出量が維持される。インドでは、

炭素割当量を与えることでベースラインシナリオよりは削減が進むが、450ppmCO2eq安定化シナ

リオでも、2050年の温室効果ガス排出量は現状の1.9倍に増加することが分かる。  

 

 

中国                     インド  

 

ASEAN諸国            OECDアジア（日本及び韓国）  

 

図(1)-13 アジア地域におけるシナリオ別温室効果ガス排出量の変化  
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（４）世界応用一般均衡モデルを用いた新しい社会経済シナリオの定量化  

 SPPの作成に当たってはSMA (Scenario Matrix Approach)という方法が採用される。このSMAとは

表(1)-2のようなシナリオのマトリクスを想定したもので、横軸はベースラインとなる社会経済シ

ナリオ、縦軸は気候安定化目標、で構成される。横軸方向の社会経済シナリオは、人間活動の基

礎的な社会経済的な側面、例えば、教育水準、人口、所得、所得分配、技術の進展、環境志向、

土地利用規制などである。各シナリオはそれぞれで想定された世界観に従った定性的シナリオと

定量的なシナリオを整合的に併せ持つ。気候安定化目標については、RCPsの4つの放射強制力を基

本とする。  

 

表(1)-2 SMAの概観  

 

 

現在、5つのSSPを定量化する作業が、2014年の夏の公表を目指して進められている。それぞれ

の社会は、図(1)-14のように位置づけられている。気候緩和策に対する社会経済的な負担（Mitigative 

capacity）と気候適応策に対する社会経済的な負担（Adaptive capacity）である。これらは分野横断

的にIPCCの第二作業部会と第三作業部会がこのシナリオを使って政策評価をするためこのような

軸で設計されている。図(1)-14から、緩和策はSSP1とSSP4で容易に行うことができるのに対して、

SSP3とSSP5では困難となる。適応策についてはSSP1とSSP5で容易に行うことが可能であるが、

SSP4とSSP5で困難となることが読み取れる。定性的な叙述概要を表(1)-3に示す。  

 

 

図(1)-14 SSPsにおける5つの将来像  

 

図(1)-15は、主要な指標としてGDP、人口、温室効果ガス排出量、エネルギー供給量、気温変化、

放射強制力をまとめたものである。GDP、人口はそれらを推計する専門チームから提供されたも

のであり、温室効果ガス排出量、エネルギー供給量は本サブテーマで改良した応用一般均衡モデ

ルを用いて計算したもの、気温変化、放射強制力はそのAIM/CGEの結果を用いて簡易気候モデル

で計算したものである。温室効果ガス排出量は最も大きいもので2100年において90～160GtCO2eq/

年と大きな幅があることがわかるが、緩和策に対する困難性が大きいSSP5やSSP3などで大きな値

となっており、緩和策に対する困難性が小さいSSP1やSSP4は小さな値となっていることがわかる。
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一次エネルギー供給量についても同様の傾向がみられる。気温上昇は排出量ほどの差が見られず、

3.5～4.5℃となった。  

 

表(1)-3 SSPsの5つの社会の概要  

SSP1（Sustainability／持続可能）：持続可能な社会へ向けて進む。一方で、資源消費強度が下がり化石燃料への
依存度が下がる。これらを達成するための要素は、低所得国における急速な発展、国間、国の中での所得格差
の解消、急速な技術進歩、環境汚染に対する高い認識である。低所得国の発展は、貧困ラインより下にいる人
数を減少させる。これらの発展とともに適切に設計された都市化が低所得、中所得国で進展する。一方、高所
得国は中程度の経済発展を成し遂げ、研究開発や技術移転を強くサポートする投資がなされる。世界全体とし
てはオープンでグローバリゼーションが進む。技術進歩は速く進むが、低汚染物質排出の技術、農業生産性の
増加等、環境負荷を低減していくような技術進歩に重点が置かれる。消費は低物質依存、エネルギー強度が下
がり、食料は動物性蛋白質の割合が低い。教育投資も進み、結果として人口成長は低い。同時にガバナンス、
制度は問題解決に対して適切に設計される。ミレニアム開発目標は次の10年、20年で達成され、教育水準の高
い人口が増え、安全な水へアクセスでき、衛生状態、医療アクセスなど気候変化に対する脆弱性を低減させる。 

SSP2（Continuation／中庸）：ここ数十年の過去のトレンドが継続する。開発目標はある程度達成へ向けて進展
し、資源への依存度やエネルギー強度の低下は過去のスピードで進み、徐々に化石燃料依存度も下がる。低所
得国の発展はすべての国で進むわけではなく、取り残される国も存在する。都市化も同様に進む国もあるが、
進まない国もあり、居住地の状態も改善される国と悪化する国が存在する。大部分の国では政治的に安定し、
貿易は世界全体で結合している。グローバリゼーションは遅いが進む。貿易障壁はエネルギー、農業、資本市
場で残ることになる。情報のアクセスは世界全体で適切に管理されるが、一部の最貧国や資源国や島嶼国はそ
の例外となり保護主義が残る。所得の増加は世界全体としては中程度の速度で進み、途上国と先進国の所得は
徐々に縮まっていく。国内における所得格差は徐々に下がっていくが、南米、サブサハラ、インドなどの国で
は依然として大きな格差が残る。教育投資は大きくはなく、そのため低所得国では人口増加が徐々に進む。ミ
レニアム開発目標の達成は遅れ、安全な水へのアクセス、衛生状態、医療などは改善しない地域が残り、気候
変化に対する脆弱性が残ることになる。 

SSP3（Fragmentation／崩壊）：世界は分断される。極度の貧困が残り、多くの国で大きく増加する人口の生活
水準を維持するために奮闘することになる。地域はブロック化が進み、協力は進まない。世界全体として開発
目標に失敗し、資源・化石燃料に対する依存は下がらない。各国は自国のエネルギーや食糧安全保障のために
躍起になる。エネルギー、食料を含めて国際貿易は後退する。国際協調は進まず、技術進歩や教育に対する投
資は限られたものとなる。そのために人口増加は非常に高い。低所得国における都市部は適切に計画されてい
ない居住地が増える。エネルギー技術が進まず、エネルギー資源はローカルに限定され、さらに人口増加によ
って排出量は増加する。ガバナンスや制度は脆弱で、協力や調和に乏しい。人的資本に対する投資も小さく、
格差は広がる。適応能力は低く、多くの国では気候変化に対して極めて脆弱となる。政治は貿易障壁を含む安
全保障に重点が置かれる。 

SSP4（Inequality／格差）：非常に高い格差が、国間でも国内でも存在する。豊かなエリートが排出量を増大さ
せ、多くの貧困層は低排出となる。貧困層は先進国、途上国問わず、気候変化に対して脆弱となる。エネルギ
ー部門では資源枯渇、気候政策などに対するヘッジ戦略を取り、R&Dに対する投資が進み、比較的低コストで
非化石燃料資源を使えるようになる。従って、緩和策の困難度は低くなる。ガバナンスやグローバリゼーショ
ンは高所得のエリートによって、それらの人々のために適切に運営されるが、多くの貧困層にとっては効果的
でない。低人的資本の貧困層の割合が相対的に高く、適応策への困難度が高い。  

SSP5（Conventional Development／従来型発展）：社会的・経済的問題に対する解決策として、在来型の経済発
展が進む。急速な在来型の経済発展は化石燃料に依存したエネルギーシステムを指向することになる。その結
果排出量が増加し、緩和策への困難度が高くなる。人間開発目標は達成され、経済発展は著しく進み、極端現
象による災害を軽減するためのインフラ投資が進み、生態系は非常によく管理されており、適応策への困難度
は低くなる。 
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図(1)-15 AIM/CGEを用いたSSPsの定量的情報暫定版  

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 世界モデルに関する各種分析では、温暖化対策の国際比較研究プロジェクトや将来の社会経

済シナリオ開発に参加、定量的な結果を提供することは、数理モデルや将来シナリオがもつ科

学的な知見を社会に提供することにつながっている。特に、他のモデルと比較することで、低

炭素社会の実現に向けてどのような将来像が描けるのか、そのための条件は何か、どの程度費

用がかかりうるかを、よりロバストな形で検討することができるようになる。IPCCにおいても、

モデル比較研究の結果等の多くが引用されており、科学的な知見の蓄積に貢献してきたと考え

ている。  

 また、統合評価モデルを用いた様々な将来シナリオの検討とその定量化は、これまで個別に

検討されてきた項目を共通の枠組みで検討することが可能となった。SSPsの定量化において見

られるように、対策の効果や影響を、異なる社会像との関係で整合的に提示することが可能と

なっている。  

 

（２）環境政策への貢献 

＜行政が既に活用した成果＞ 

アジア主要国の研究者に対して実施したモデルのトレーニングは、わが国のみならずアジア

における環境政策の底上げ、気候変動緩和策の実現にも貢献している。このほか、ADBのプロ

ジェクトを通じた成果の提供も、北東アジア各国における温暖化対策の検討に貢献している。  
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＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

様々な国際比較研究プロジェクトへの参画を通じて、将来の多様なシナリオを描くことが可

能となり、わが国における温暖化対策の議論に対して様々な情報を提供することが可能となっ

ている。さらに、日本だけではなく世界が低炭素社会に向かう上で特に資金面で困難のある国々

や地域に対して国際的な政策や枠組みでどのように支援していくかを検討するための基礎的な

情報についても提供できるようになり、こうした情報は温室効果ガス排出量の削減目標に関す

る国際的な議論において、政府における利用が見込まれると考えている。  

このほか、削減量可視化ツールについては、英国大使館の支援のもとで、利用方法に関する

ワークショップを開催するなど、行政による活用を見据えた活動を行っている。  

 

６．国際共同研究等の状況 

 本研究課題では、以下の国際共同研究プロジェクトに参画し、本研究で得られた成果を提供し

ている。  

① IAMC（Integrated Assessment Modeling Consortium）：国立環境研究所、EMF、IIASAが中心と

なって、世界の統合評価モデル研究者が参加している国際的な学術コミュニティ。SRESの後継

を目的としたシナリオ作成にも積極的に関わっている。  

② EMF（Energy Modeling Forum）：スタンフォード大が中心となって活動するモデル比較プロジ

ェクト。  

③ AMPERE（Assessment of Climate Change Mitigation Pathways and Evaluation of the Robustness of 

Mitigation Cost Estimates）：欧州委員会の第7次研究枠組み計画の元で実施されている気候変動

対策の統合評価モデルに関する国際モデル比較プロジェクト。  

④ LIMITS（Low Climate Impact Scenarios and the Implications of Required Tight Emission Control 

Strategies）：欧州で行われている大幅な温室効果ガス排出削減に向けた世界及び主要国を対象

としたシナリオ開発プロジェクト。  

⑤ SSPs（Shared Socio-economic Pathways）：IPCC次期評価報告書に向けて、統合評価モデルと影

響研究の共通の枠組みを目的とした社会経済シナリオの開発。  

 また、IAMCやEMF等の国際モデル比較研究では、特に下記の機関と連携し作業を行った。  

・米国 スタンフォード大学、太平洋北西国立研究所  

・オランダ 環境評価庁  

 このほか、以下のアジアの機関に所属する研究者と共同研究を実施するとともに、各機関の若

手研究者を対象としたモデルのトレーニングを実施した。  

・中国 国家発展和改革委員会能源研究所、中国科学院広州能源研究所  

・インド インド経営大学院アーメダバード校、ボパール建築計画研究所  

・タイ アジア工科大学、タマサート大学、キングモンクット大学  

・インドネシア ボゴール農業大学、バンドン工科大学  

・マレーシア マレーシア工科大学  

・ネパール アジア技術経営大学  

・韓国 ソウル大学、国立環境研究院  
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“Impacts of increased bioenergy demand on global food markets: an AgMIP economic model 

intercomparison” 
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Yokohama, Japan (2013) 

“Projected Climate Change Impacts in Asia and Japan”  

65) 高橋潔：公開シンポジウム「気候変動がもたらす農林業への影響とその対策を考える」, 東

京 (2013) 

「最近の世界の影響評価研究の動向と農林業研究への期待」  

66) 高橋潔：化学工学会第45回秋季大会, 岡山 (2013) 

「地球温暖化が引き起こす影響について」  

67) 長谷川知子・藤森真一郎・高橋潔・増井利彦：第4回シナリオ・イニシアティブ会合，東京 

(2013) 

「第6回IAMC年次総会/EMF30の報告」. 



 

 

2A-1103-30 

68) T. Hasegawa, S. Fujimori, S. Yonghee, K. Takahashi  and T. Masui: Impacts World 2013: 

International Conference on Climate Change Effects, Potsdam, Germany (2013) 

“Global Assessment of Climate Change Impact on Food Systems”  

 

（３）出願特許 

 特に記載すべき事項はない。 

 

（４）シンポジウム、セミナー等の開催（主催のもの） 

1) AIMトレーニングワークショップ（2011年6月6日～17日、国立環境研究所、参加者34名）  

2) AIMトレーニングワークショップ・フォローアップ会合（2011年11月16日～18日、国立環境

研究所、参加者8名）  

3) シンポジウム：持続可能なアジア低炭素社会に向けた日本の役割（2011年11月22日、JICA

研究所、参加者約200名） 

4) 第17回AIM国際ワークショップ（2012年2月17日～19日、国立環境研究所、参加者86名）  

5) AIMトレーニングワークショップ（2012年7月24日～8月2日、国立環境研究所、参加者20名）  

6) AIMトレーニングワークショップ・フォローアップ会合（2012年12月10日～13日、国立環境

研究所、参加者6名）  

7) 第18回AIM国際ワークショップ（2012年12月14日～15日、国立環境研究所、参加者70名）  

8) 第6回 Integrated Assessment Modeling Consortium (IAMC)年次会合（2013年10月28日～30日、

国立環境研究所、参加者80名）  

9) 第19回AIM国際ワークショップ（2013年12月14日～15日、国立環境研究所、参加者80名）  

 

（５）マスコミ等への公表・報道等 

1) 電気新聞，2011年7月11日 

2) 日刊工業新聞，2011年7月12日 

3) 建設通信新聞，2011年7月12日 

4) 日刊自動車新聞，2011年7月14日 

5) 電気新聞，2011年8月3日 

6) 日刊自動車新聞，2011年8月4日 

7) 建設通信新聞，2011年8月4日 

8) 電気新聞，2011年8月31日 

9) 日刊自動車新聞，2011年9月1日 

10) 建設通信新聞，2011年9月1日 

11) 化学工業日報，2011年10月20日 

12) 電気新聞，2011年12月22日 

13) 常陽新聞，2012年1月5日 

14) 茨城新聞，2012年1月18日 

15) エネルギーフォーラム57巻681号，2011年9月1日 

16) 言論NPO（USTREAMにて配信），2011年5月23日 
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21) 東京新聞夕刊，2012年4月12日 

22) 毎日新聞，2012年4月13日 

23) 産経新聞，2012年4月13日 

24) 産経新聞大阪，2012年4月13日 

25) 電気新聞，2012年4月13日 

26) 化学工業日報，2012年4月13日 

27) 電気新聞，2012年4月20日 

28) 電気新聞，2012年4月27日 

29) 日刊工業新聞，2012年5月10日 

30) 毎日新聞，2012年5月10日 

31) 電気新聞，2012年5月10日 

32) 日刊建設工業新聞，2012年5月11日  
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44) 毎日新聞，2012年6月9日 

45) 愛媛新聞，2012年6月13日 

46) 電気新聞，2012年7月6日 

47) 日経産業新聞，2012年7月19日 

48) 産経新聞，2012年7月22日 

49) 読売新聞，2012年7月30日 

50) 信濃毎日新聞，2012年8月5日 

51) 福島民報，2012年8月5日 

52) 四国新聞，2012年8月5日 

53) 東京新聞，2012年9月15日 

54) 東京新聞，2012年9月15日 

55) テレビ朝日モーニングバード，2012年10月11日  
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56) 電気新聞，2013年2月14日 

 

（６）その他 

 特に記載すべき事項はない。 

 

８．引用文献 

1) IPCC Working Group III: Summary for Policy Makers, 5th Assessment Report of IPCC WG3 

(2014) 

2) H. Lofgren, R. L. Harris and S. Robinson: A Standard Computable General Equilibrium (CGE) 

model in GAMS, IFPRI (2002) 

3) Department of Energy & Climate Change, UK: 2050 Pathways,  

https://www.gov.uk/2050-pathways-analysis 

4) UNEP: Emission Gap Report 2013, UNEP (2013) 
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（２） わが国における温室効果ガス排出削減策の効果とその影響 

 

みずほ情報総研株式会社 

環境エネルギー第１部        日比野 剛・吉川 実・藤原 和也・元木 悠子・ 

高野 真之・大城 賢 

＜研究協力者＞ 

（独）国立環境研究所 社会環境システム研究センター 

                    増井 利彦・芦名 秀一 

 

   平成23～25年度累計予算額：84,527千円  

（うち、平成25年度予算額：26,009千円） 

           予算額は、間接経費を含む。  

 

［要旨］ 

わが国における温室効果ガス削減に関する議論は、2011年3月11日に発生した東日本大震災と東

京電力福島第一原子力発電所事故により大きく変化した。国際的な議論が進む中、原子力発電の

再稼働の問題もあり、それまで目標としてきた2020年の温室効果ガス排出量を1990年比25%削減す

るための施策の議論から、改めて削減目標を検討し直す状況となった。本研究では、こうした状

況の中、これまでに開発してきた技術選択モデルや応用一般均衡モデルを用いて、2020年及び2030

年の削減量とその影響を、前提条件を見直して分析した。また、わが国の国土は地域によって人

口、気象条件、産業構造が大きく異なり、さらに、再生可能エネルギーの供給ポテンシャルも地

域によって偏在するなど、地域によって対策及びその影響が大きく異なる。こうしたことから、

これまでに開発してきた日本を対象としたモデルを地域モデルに拡張し、温室効果ガス排出削減

の可能性と影響について分析を行った。  

わが国全体を対象とした技術選択モデルの結果、成長ケースにおいて2030年の温室効果ガス排

出量は、原子力発電の稼働率を0%にしても1990年比3%～20%削減できることが示された。なお、

2013年11月に公表された新しいわが国の温室効果ガス排出量の削減目標（2005年比3.8%減、1990

年比に換算すると3.1%増）は、温暖化対策低位と中位の間に位置する目標となった。また、地域

分割した技術選択モデルを用いて分析を行った結果、2050年の温室効果ガス排出量を1990年比80%

削減する長期目標は、十分達成されることが示された。一方、応用一般均衡モデルによる温暖化

対策の影響に関しては、技術選択を内生的に行うようにモデル改良を行い、長期的な視点で省エ

ネ技術の選択が行われる場合には、2013年に設定された新しい2020年の削減目標の実現を経済的

なロスなしに達成可能となることを示した。  

 

［キーワード］ 

日本の温室効果ガス削減目標、技術選択モデル、応用一般均衡モデル、地域特性、限界削減費用 
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１．はじめに 

 2011年3月に発生した東日本大震災以降、原子力発電所の再稼働をはじめとした電力供給の問題

から、わが国の温暖化対策は大幅な見直しを迫られることとなった。その一方で、節電に対する

取り組みが進むなど、温暖化対策に通じる動きも随所で見られるようになった。しかしながら、

2013年11月にポーランドのワルシャワで開催された気候変動枠組条約第19回締約国会議において、

わが国の2020年の温室効果ガス排出量の削減目標として、2005年比3.8％削減（1990年比に換算す

ると3.1%増加）が公表された。原子力発電所からの電力供給を0とした場合の数値とはいえ、2050

年に1990年比80%削減という目標を掲げる日本としては、十分な数値とは言えない。2050年の目標

を達成するために、長期的な展望に立った分析が求められている。  

 

２．研究開発目的 

 図(2)-1に、本研究課題全体が対象とするモデルと、本サブテーマで開発、改良したモデルの関

係を示す。  

 

 

図(2)-1 2A-1103で対象とするモデルとサブテーマ（２）で対象とするモデル（一点鎖線部分）  

 

 本サブテーマでは、2050年の温室効果ガス排出量を1990年比80%削減するというわが国の長期目

標に向けて、技術的な可能性や課題、影響を分析するために、これまでに開発してきた日本を対

象とした技術選択モデルや応用一般均衡モデルについて、東日本大震災後の社会経済状況の変化

を踏まえた再計算を行うとともに、より具体的な温暖化対策の検討が可能となるように、これま

では国を対象としてきたモデルの境界を、地域に分割して、人口や気象条件、産業活動、再生可

能資源の賦存量など、地域特性を反映させることができるように拡張したモデルの開発を行うこ

とを目的とする。さらには、これまで前提と結果を相互にやりとりしてきた技術選択モデルと応

世界の動向を踏まえた日本
の排出経路・対策の評価
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用一般均衡モデルについて、応用一般均衡モデルに簡易な技術選択を内生化させるモデルへと拡

張し、気候変動緩和策の目標と技術選択、経済影響の関係について、これまで以上に整合的な結

果を示すことを目的とする。  

また、上記のモデルは、逐次動学で将来を記述するが、将来の目標を明確に定め、その目標に向

かってどの時期にどのような対策を導入するかを検討するエネルギーシステムバックキャスティ

ングモデルの開発もあわせて行う。  

 

３．研究開発方法 

（１）日本を対象とした技術選択モデルによる2020年及び2030年の温室効果ガス削減目標の評価  

2011年3月11日の東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故は、わが国の電力需給だけ

でなく、温室効果ガス排出量の削減に対しても大きな影響をもたらした。特に、震災前の計画で

は、原子力発電所の稼働を多く見積もっていたことから、大幅な見直しが求められるようになっ

た。日本を対象とした技術選択モデルを用いた分析では、原子力発電の稼働率を変化させて2020

年及び2030年の温室効果ガス排出量の削減の可能性について検討した。  

 

（２）日本の中長期の温室効果ガス排出量推計モデルの開発  

将来の活動量、エネルギー消費効率、エネルギー種構成の3つの要素の組み合わせによって、日

本全体のCO2排出構造を再現し、政策変数をそれらの要素に合わせて設定することで、対策導入後

の温室効果ガス排出量を瞬時に把握することが可能な温室効果ガス長期推計モデルの開発を行っ

た。推計手順は、まず、産業、家庭、業務、運輸旅客、運輸貨物の各部門について、サービス需

要量、需要削減対策、エネルギー効率、エネルギーミックスの想定を付与することで、最終需要

部門のエネルギー消費量を算定する。続いて、最終エネルギーの需要量を元に、エネルギー転換

部門でも、エネルギー効率などの付与された想定から一次エネルギー供給量を算定する。排出係

数を乗じてCO2排出量の算定を行う。また、非エネルギー部門についての推計も可能で、6種の温

室効果ガス排出量全てが計算できる（図(2)-2参照）。また、このモデルは要因分析ツールを持ち、

どの対策が削減にどのように寄与しているか推計することができる。  

低炭素社会を実現するために各排出源に必要な対策の強度を瞬時に把握することができるため、

政策担当者とのコミュニケーションが容易になる。これまでに2050年の一時点を把握するために

このようなツールを開発したが、中期目標と長期目標を整合のとれた枠組みで検討するために経

年的に排出量などを把握するツールが求められて本開発を行った。本ツールでは将来排出量を5年

刻みで把握することができるようになっている。なお、分析の対象とした主な技術は表(2)-1に示

す通りである。  

このモデルは技術のコホートを直接的には扱っていないため、新規導入量と保有量との関係を

説明できない。しかし、それについては別途AIM/Enduseなどコホートデータを扱うことができる

モデルにおいてストック効率を推計し、その結果を当モデルに反映させることで整合を保つこと

ができる。  
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図(2)-2 中長期の温室効果ガス排出量推計モデルの概要  

 

表(2)-1 分析に用いた主な対策技術  

部門名  主な対策技術  

産業部門  
革新的鉄鋼技術、革新的セメント技術、革新的石油化学技術、革新的ガラス技術、産

業用CCS、高効率動力技術、産業用ヒートポンプ、農林水産業の省エネ化  

民生部門  
高効率空調システム、高効率照明、高効率給湯システム、太陽熱温水器、高効率家電

機器、高効率業務用電気機器、高効率 IT機器、HEMS・BEMS 

運輸部門  
内燃自動車燃費改善、次世代自動車、バイオ燃料、旅客輸送管理システム、貨物輸送

管理システム、高効率船舶、高効率鉄道、高効率航空機、   

エネルギー供給  
高効率火力発電、再生可能エネルギー発電、発電用CCS、電力需要調整システム、低炭

素水素製造、定置型FC 

非エネルギー  産業CCS、肥料・排泄物等の削減技術・管理、ノンフロンガス、廃棄物処理  

 

（３）日本を対象とした技術選択モデル（多地域版）の開発  

これまでの日本技術モデル（AIM/Enduse[Japan]）を用いた分析では、対策技術のエネルギー効

率や価格、部門別のエネルギー消費原単位について、地域ごとの分散を考慮せず、日本全国の平

均値を用い、将来のエネルギー消費・温室効果ガス排出量の分析を行ってきた。そのため、産業
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構造や気候条件等の地域特性に応じたエネルギー消費特性の差や、地域間連系線の制約を考慮し

た電力系統対策の効果・影響を考慮した分析を行うことが困難であった。最近では、電力中央研

究所(2011)
1)にて、日本を対象とした多地域型のエネルギー技術選択モデルを用いた分析がなされ

ているが、原子力依存度低減の想定下における2050年温室効果ガス80%減の検証は行われていない。 

そこで、本研究では多地域エネルギー技術選択モデルを新たに構築し、原子力依存度低減の想

定下で、2050年までに温室効果ガス80%減を達成するために必要となる対策導入量・費用を定量化

するとともに、電力系統対策による再生可能エネルギー導入拡大の効果について検討を行った。  

本モデルはAIM/Enduse[Japan]をベースに、日本全体を一般電気事業者10社の供給エリアに基づ

き10地域に分割し、10地域合計の総費用（固定費用と運転費用）を最小化するよう、1年ごとに技

術選択が行われる形式となっている。推計対象とする温室効果ガスはエネルギー起源CO2、非エネ

ルギー起源CO2、CH4、N2O、HFCs、PFCs、SF6とした。推計フローの概要を図(2)-3に示す。  

 

 

図(2)-3 技術選択モデルの推計フロー  

 

発電部門については、電源別のベース、ミドル、ピーク特性や、太陽光発電の時間帯別の出力

変動を反映するため、季節別（夏・冬・中間期）、曜日別（平日・休日・ピーク発生日）、時間

帯別（1日を3時間単位に8区分）に詳細化し、需要・供給量のバランスが確保されるようモデル化
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した。ただし、太陽光・風力発電は3時間未満の時間間隔で出力変動が起こり得るため、太陽光は

ピーク時の供給力を設備容量の10%、風力はゼロに設定した。そのため、太陽光、風力発電が大量

に導入された場合でも、火力発電等がバックアップ用の電源として常に確保される。ただし、電

源別の短時間の負荷追従性や、最大・最小負荷率等の特性は、本モデルでは考慮されていない。  

本モデルにおいて導入を想定した主な対策技術を表(2)-2に示す。従来のAIM/Enduse[Japan]では

対象としていなかった地域間連系線増強を追加したことに加え、ヒートポンプ給湯器の寒冷地に

おける効率低下など、地域に応じた技術特性を反映した点が従来のモデルからの変更点である。  

 

表(2)-2 導入を想定した主な対策技術  

産業  

高効率古紙パルプ製造技術，高効率黒液回収ボイラー，セメント廃プラ利用，セメント製造時の

CCS，革新的セメント製造プロセス，フェロコークス，高炉CCS，高炉廃プラ利用，直流式電炉，

次世代コークス炉，内部熱交換型蒸留，ナフサ接触分解，高効率自家発電，高性能工業炉，産業用

HP，高性能ボイラー，高効率モータ，産業用コジェネ，農機具の省エネ，漁船の省エネ，ハイブ

リッド建機  

家庭/ 

業務  

高効率エアコン，潜熱回収型給湯器，電気HP給湯器，家庭用燃料電池，高効率照明，高効率家電・

動力，省エネ住宅・建築物，HEMS，BEMS 

運輸  
高効率ガソリン車，高効率ディーゼル車，ハイブリッド自動車，プラグインハイブリッド自動車，

電気自動車，バイオ燃料，エコドライブ，鉄道・船舶・航空の省エネ化  

発電  

石炭ガス化複合発電(+CCS)，石炭ガス化燃料電池複合発電(+CCS)，高効率LNG複合発電(+CCS)，

LNG燃料電池複合発電(+CCS)，太陽光発電(住宅用・メガソーラー)，風力発電(陸上・洋上)，地熱

発電，バイオマス発電，水力発電，揚水発電，地域間連系線増強  

その他  
有機性廃棄物の直接埋立禁止，施肥量削減，HFCs冷媒の廃棄時回収，半導体製造ラインのFガス除

去装置，マグネシウム溶解時のSF6フリー化  

 

（４）日本を対象とした応用一般均衡モデルの改良 

 これまで開発してきた1国モデルである応用一般均衡モデルは、日本を対象とした逐次型のモデ

ルであり、基準年は2000年である。つまり、2000年の産業連関表をベースにモデルが構成されて

おり、2001年以降については技術変化（全要素生産性やエネルギー効率改善）やそれまでの資本

蓄積、生産年齢人口変化をもとに、均衡解を計算している。主な前提条件は、将来の経済成長率、

貿易財の価格、エネルギー効率改善であり、発電部門に対しては、設備容量や設備利用率も入力

している。  

 また、これまで、再生可能エネルギーから供給される電力については、水力発電の一部として

組み込んできたが、太陽光発電及び風力発電については、それぞれ独立した部門となるようにモ

デルの改善を行った。具体的には、これらの部門が太陽光発電ユニットや風力発電用タービンを

購入し、設置量に応じて発電が可能となり、売電による収入が家計の所得となるように設定した。

また、設置量については外生的に与えるものとし、Enduseモデルの結果を反映できるようにして

いる。  

 なお、これまでに中央環境審議会等で行ってきた分析では、技術選択モデルの結果をもとに応

用一般均衡モデルにおけるエネルギー効率改善を設定してきたが、様々な省エネ技術を組み込み、

応用一般均衡モデルにおいて内生的に技術選択を行うことができるように改良した上で、わが国

の温室効果ガス排出削減目標の検討も行った。これにより、経済的に見ても最も効果的な技術導

入を行うとともに、技術選択モデルでは取り扱うことができないマクロ経済への影響についても

あわせて分析することが可能となる。  
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経済モデルの基本構造はこれまでのモデルと同じであるが、技術選択モデルの技術種を組み込

むにあたって、エネルギーと技術を統合したエネルギーサービスの概念を導入した。つまり、エ

ネルギーとそれを利用する技術を組み合わせることで、エネルギーサービス量が産出され、各部

門ではエネルギーサービスを投入することで様々な活動を行うとした。こうしたモデルの改良に

あたって、図(2)-4に示すように、生産関数を既存ストックによるもの、新規投資によるものに分

割するとともに、新規投資による活動に関しては、新しい技術の導入が可能となるようにした。

また、家庭においても家電製品などエネルギーを消費する機器については、新規購入機器と既に

保有している機器に分けて評価するようにした。保有機器については、ストック量を推計し、帰

属計算にて費用を想定した。  

 

 

図(2)-4 技術選択を考慮した応用一般均衡モデルにおける生産構造  

 

（５）日本を地域分割した応用一般均衡モデルの開発 

 これまで、わが国における温暖化対策の経済活動への影響を評価するために、日本全体を1つの

地域として定義された応用一般均衡モデルを用いて分析を行い、技術選択モデルで明らかになる

対策技術の導入の効果、追加費用による影響を明らかにしてきた。一方で、こうした一国を対象

とした分析では、平均的な日本の姿を対象としたものであり、各地の産業や気候条件を反映させ

たエネルギー需要特性や再生可能資源を配慮したものではなく、自治体レベルを対象に温暖化対

策を検討するためのツールとしては、十分ではない。特に、2011年3月11日に発生した東日本大震

災の経験から、東北地方のみが影響を受けたのではなく、サプライチェーンにより他の地域にお

いても強い影響が見られた産業がある。こうした点は、全国を平均化した統計情報を用いるだけ
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では必ずしも分析できるものではない。このため、地域間の産業連関を内生化した応用一般均衡

モデルの開発を行った。  

 本モデルは、わが国を表(2)-3の9地域に分割して、財や生産要素の地域間での取引も考慮したモ

デルである。基準とするデータは、2005年を対象とした地域内産業連関表を用いて作成した競争

輸入型地域産業連関表であり、部門は表(2)-4の55部門50財に集約している。非競争輸入型地域間

産業連関表も公表されているが、それを直接使用しない理由は、a) 部門数が53部門と粗く発電部

門が分離されていない、b) 数値そのものは地域内産業連関表から、各財の投入において地域間の

構造は同じという仮定をもとに計算されており、各部門において投入される財の構造を見ると、

実態と異なる可能性がある、c) 非競争輸入型のデータを用いたモデルでは内生変数の数が多くな

り、モデルの運用という面から適切でない（計算時間がかかる）、といった理由による。また、

地域内産業連関表をもとに競争輸入型地域間産業連関表を作成するにあたっては、基本分類表を

用いるとともに、発電部門や石炭・石油・ガス部門を詳細に分割することを行った。  

 国を対象とした応用一般均衡モデルと同様に、技術選択モデルとの連携を目的としたモデルと

なるように、基本構造は1国モデルと同様であるが、輸出・輸入以外に、移出・移入を検討する必

要がある点が異なっている。動的な過程は、1国モデルと同様に各地域における成長率を設定し、

それに見合うように各地域に対する投資（固定資本形成の需要）が行われる。  

 

表(2)-3 地域モデルにおける各地域の定義と電力会社  

地域区分 都道府県 電力会社 

北海道 北海道 北海道 

東北 青森,岩手,宮城,秋田,山形,福島 東北 

関東 茨城,栃木,群馬,埼玉,千葉,東京,神奈川,新潟,山梨,長野,静岡 東京 

中部 富山,石川,岐阜,愛知,三重 中部,北陸 

近畿 福井,滋賀,京都,大阪,兵庫,奈良,和歌山 関西 

中国 鳥取,島根,岡山,広島,山口 中国 

四国 徳島,香川,愛媛,高知 四国 

九州 福岡,佐賀,長崎,熊本,大分,宮崎,鹿児島 九州 

沖縄 沖縄 沖縄 

 

表(2)-4 地域モデルにおける部門・財の区分  

米 天然ガス 窯業・土石製品 石炭火力（電力） 鉄道輸送 

小麦 食料品 鉄鋼 石油火力（電力） 道路輸送 

その他農業 繊維工業製品 非鉄金属 ガス火力（電力） 水運 

畜産 製材・木製品 金属製品 水力その他（電力） 航空輸送 

農業サービス 家具・装備品 一般機械 自家発電（電力） その他運輸サービス 

林業 紙・パルプ 電気機械 都市ガス 通信・放送 

漁業 出版・印刷 輸送機械 熱供給 公務 

金属鉱物 化学 精密機械 水道 教育・研究 

非金属鉱物 石油製品 その他製造業 廃棄物 医療・保健・社会保障・介護  

石炭 石炭製品 建設 商業 対事業所サービス 

原油 プラスチック製品 原子力（電力） 金融・保険・不動産 対個人サービス 
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（６）多地域最適電源計画モデル  

 2011年3月11日に発生した東日本大震災およびそれに続く東京電力福島第一原子力発電所事故

を受けた電力供給に占める原子力発電の割合が低下により、2011年春期および夏期には電力供給

の逼迫を生じることになった。今後の原子力発電所再稼働の見通しが不確定な中では、今後も引

き続いて電力供給の逼迫が生じる可能性は高い。  

 わが国の電力供給システムは、電力会社の管轄地域ごとに10地域に分割されており、沖縄電力

を除いた9電力会社では、隣接する電力会社との間に連系線が敷設されて相互に電力融通が可能な

構造となっている。電力会社間の連系線は主として非常用に敷設されたものであるため、融通可

能量は電力需要に比して十分大きいとは言いがたい。そのため、わが国全体で需要をまかなうに

足る発電所設備容量が確保できたとしても、発電所の立地状態によっては一部の地域において深

刻な電力不足が起こる可能性がある。そこで、本研究では電力需要の地域分散や発電所の立地、

電力会社間連系線といったわが国電力部門の特徴を勘案して発電所の運用と電力需給バランスを

検討できるモデルを用いて、原子力発電所のシェア低下を受けた電力の安定供給可能性を検討し

たものである。  

 解析は2015年を対象とし、電力需要は過去の傾向を参照して2010年から4%/年で増加していくと

仮定した。また、原子力発電所を除いた発電所の設備容量は、現時点で2015年までに運転開始を

予定している発電所のみを考慮して設定する。  

 多地域最適電源計画モデルは、全国を都道府県単位で60地域に分割し、それぞれを実際の送電

ネットワークおよび送電容量にあわせて想定した仮想的な送電線で結んだモデルであり、電力需

要の大きさや発電所の立地は実際にあわせて設定する。電力需要は1時間ごとの値を外生的に設定

し、費用最小化の最適化計算により毎時の発電所運用と年間の費用、CO2排出量を求めるものであ

る。図(2)-5に多地域最適電源計画モデルの概要を示す。  

 

 

図(2)-5 多地域最適電源計画モデルの概要  
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４．結果及び考察 

（１）日本を対象とした技術選択モデルを用いた2020年及び2030年の温室効果ガス削減目標の評

価  

これまでに開発してきた日本を対象とした技術選択モデルを対象に、東日本大震災の影響を踏

まえた2020年及び2030年の温室効果ガス排出削減目標について再計算を行った。図(2)-6に結果を

示す。  

 

 

 
注：固定：技術固定ケース。低位～高位：温暖化対策導入ケース（対策の強度別に低位、中位、高位と設定）。  

0％、0%’、15%、20%、25%、35%の各数値は、2030年の発電電力量に対する原子力発電の比率。  

図(2)-6 2020年（上）及び2030年（下）のわが国の温室効果ガス排出量とその部門別内訳  

（成長ケース）  
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 2030年においては、原子力発電所の稼働率を0%としても、温室効果ガス排出量を1990年比3%～

20%削減することが可能となることを示した。このことから、2050年の目標の達成に向けて、長期

的な視点からの対策の推進が必要となることがわかる。また、2013年11月に気候変動枠組条約第

19回締約国会議において公表されたわが国の新しい温室効果ガス排出量の削減目標は、対策低位

から中位の間に相当することが示された。  

 

（２）日本の中長期の温室効果ガス排出量推計モデルの開発 

原子力発電について40年廃炉を前提とすると、2050年までに全ての原子力発電の稼働が停止す

る。その前提のもと、2050年の温室効果ガス排出量が1990年比80％削減を達成できるかどうかに

ついて、開発した中長期温室効果ガス排出量推計モデルで検討した。これらの対策を織り込んだ

将来の温室効果ガス排出量を図(2)-7に示す。  

家庭部門、業務部門、運輸旅客部門については、電化の推進と電力の排出係数の低減の効果に

より2050年排出量はあわせて1990年排出量の2%を占める程度にまで少なくなっている。  

一方、産業部門については鉄鋼やセメントにおける石炭利用、石油化学工業における石油利用、

全ての業種における高温熱需要については、電力への代替が困難であり化石燃料依存が続く。鉄

鋼、セメント、石油化学については炭素隔離貯留技術（CCS）を想定しているが、排出される全て

の二酸化炭素を回収することは困難である。よって、革新的技術による省エネの推進、低温熱需

要に対するヒートポンプ技術の適用、石炭・石油からのガス転換などを徹底して推進したとして

も、2050年になっても1990年排出量の9%に相当する程度の排出が存在する。  

また、貨物自動車では長距離輸送貨物車について、電気自動車やハイブリッド自動車が適さな

いため、大幅に燃費を改善する技術がない状況にある。そのため、運輸貨物部門では2050年にお

いて3%に相当する程度の排出が存在する。  

非エネルギー部門においては、農業起源、廃棄物起源の排出削減には限界がある (非エネルギー

部門は1990年比5%に相当)。つまり、80%削減を実現するためには、残り20%を産業、運輸貨物、

非エネルギー部門に割り当て、それら以外の家庭、業務、運輸旅客についてはほぼ排出量をゼロ

にしていかなければならないことがわかる。  

2050年8割削減について、削減要因別に削減量を示したものが図 (2)-8である。大幅削減のために

は全ての要素が貢献しており、中でも省エネルギー、再生可能エネルギー、CCSが大きな役割を担

っていることがわかる。  
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図(2)-7 温室効果ガス排出量  

 

 

図(2)-8 2050年の二酸化炭素削減の内訳  

 

（３）日本を対象とした技術選択モデル（多地域版）の開発  

原子力の稼働シナリオ（表(2)-5）、地域間連系線増強の有無に応じて、レファレンスケースに

加え、6つの対策ケースについて、2050年までの温室効果ガス排出量の定量化を行った。対策ケー

スでは、2050年の温室効果ガス排出量が基準年比80%減となるよう、CO2価格を2010年から2050年

にかけて経過年に比例して増加させた。推計を実施したケースの一覧を表(2)-6に示す。  
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表(2)-5 原子力稼働シナリオの想定  

再稼働なし  2014年度以降再稼働なし．2050年の発電電力量はゼロとなる．  

再稼働あり  原子力規制委審査中の原子炉のうち，最古のもの (1984年)より新しいものは再稼働．以降は

IEA WEO213のNew Policies Scenarioに従い，1990年以降に稼働開始したものは50年，それ以

外は40年で廃炉．新設2基(大間，島根3号)．設備利用率は70%．2050年の発電電力量は約500

億kWh．  

現状容量維持  福島第一・第二以外すべて再稼働，新設2基(大間，島根3号)，発電容量は2050年まで維持．

設備利用率は70%．2050年の発電電力量は約2,600億kWh．  

 

表(2)-6 シナリオ推計を実施したケース一覧  

 地域間連系線  

増強なし  増強あり  

原子力  

シナリオ  

再稼働なし  排出制約なし：レファレンス  

80%減：ケース①  
80%減：ケース②  

再稼働あり  80%減：ケース③  80%減：ケース④  

現状容量維持  80%減：ケース⑤  80%減：ケース⑥  

 

対策ケースにおけるCO2価格は、図(2)-9に示すとおり、原子力再稼働・地域間連系線の増強がな

いケース①では2050年に約58,000円/tCO2となった。一方、原子力発電の再稼働が行われるケース

③、ケース⑤においては、ケース①と比べCO2価格は約9%～17%低い水準となった。また、地域間

連系線の増強が行われるケース②，④，⑥では、いずれもさらに8%程度低下する結果となった。

特にケース②、ケース③のCO2価格がほぼ同水準となったことから、原子力逓減による温室効果ガ

ス排出増は、部分的には地域間連系線増強によって埋め合わせ得る可能性が示唆された。  

 

 

図(2)-9 対策ケースにおける2050年80%減達成時のCO2価格  

 

部門別にみると、2050年時点の主な排出源は産業，運輸，その他（エネルギー起源CO2以外）で

あり、家庭・業務部門からの排出量はほぼゼロとなった。ケース②における温室効果ガス排出量

の推計結果を図(2)-10に示す。削減要因としては，発電を含む転換部門が最大であり（削減量の37%）、

次いでCCS（30%）、需要部門の省エネルギー（24%）、その他（10%）の順となった。地域別に

見ると，2010年比の温室効果ガス削減率は多少の地域差があるものの、多くの地域で70%～80%を

超える結果となった（図(2)-11）。  
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図(2)-10 温室効果ガス排出量の推計結果（部門別、ケース②）と削減内訳  

 

 

図(2)-11 温室効果ガス排出量の推計結果（地域別、ケース②）  

 

地域別の対策導入量の事例として、家庭用給湯器の地域別導入量を図 (2)-12に示す。多くの地域

において80%減ケースでは短期的には潜熱回収型ガス給湯器、長期的には電気ヒートポンプ（HP）

温水器の導入量が増加する結果となったが、寒冷地である北海道では電気HP給湯器のエネルギー

効率が相対的に低いこと、灯油の価格が相対的に安いこと等を反映して、2050年においても依然

として従来型の灯油給湯器が約半数を占めることに加え、従来型の電気温水器の普及が電気HP給

湯器の普及を上回る結果となった。一方で、関西地域においては潜熱回収型給湯器と電気HP給湯

器の普及が進み、2050年には従来型の給湯器はすべて置き換わる結果となった。この結果に示さ

れるように、モデルを多地域化したことで、地域別の気候条件等の特性の差が技術選択に及ぼす

影響を加味することが可能となった。  
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図(2)-12 家庭用給湯器の導入量（左：北海道、右：関西）（ケース①） 

 

今回の推計では、2050年80%減を達成する際のCO2価格は，原子力が現状と同程度維持された場

合でも約48,000円 /tCO2と、IEAによる世界的な価格（130～160ドル /tCO2程度）に照らして高い水

準となった。ただし、本研究で構築した日本技術モデル（多地域版）を適用したことで、地域間

連系線増強によるCO2価格の低減効果が最大で8%程度となることが明らかになり、特に原子力稼

働量の少ないケースほどその有効性は高い結果となった。  

本研究の成果として、地域性を考慮した技術選択モデルを構築したことで、地域ごとの気候条

件等の特性を反映することが可能となり、長期削減目標の達成に向けた対策の有効性が地域によ

って異なることが示された。また、省エネルギー・再生可能エネルギーの導入といった対策単体

のみならず、地域間連系線増強に代表される、それらの導入障壁を除去する対策の導入が有効で

あることが示唆された。  

 

（４）日本を対象とした応用一般均衡モデルの改良 

これまで、応用一般均衡モデルによる分析では、将来の技術進歩率は外生として想定されてお

り、本分析でも技術選択モデルの結果をもとに想定してきた。しかしながら、新しい技術の導入

についても、モデル内で内生的に設定することが望ましく、これにより、個別技術の導入可能性

とその影響を一体的に評価することが可能となる。  

わが国を対象とした応用一般均衡モデルに、技術選択を組み込んだモデルの改良を行い、震災

後の様々な状況を反映させて、2013年11月に報告されたわが国の温室効果ガス排出削減目標（2020

年に2005年比3.8％削減）の経済活動への影響について評価した。ここでは、2013年から削減が開

始されると仮定している。図(2)-13に結果を示す。技術選択モデルで選択された省エネ技術の代わ

りに従来型の省エネ技術の導入のみによって削減目標を達成すると想定した場合（図中の「高水

準な省エネ技術なし」）、エネルギー消費量を抑えるために活動水準を低下させることとなり、

2020年のGDPはなりゆきケースと比較して2%以上減少する結果となった。一方、高水準な省エネ

技術を選択肢に加えた場合、導入される技術は初期費用と1年分の運転費用で判断される設定とな

っているために、高水準な省エネ技術の導入は一部にとどまるものの、一度導入した省エネ機器

による省エネ効果は、機器の廃棄時まで継続する。このため、高水準な省エネ技術の導入を促進

するように、追加投資の費用の半分を補助する場合（図中の「高水準な省エネ技術選択あり・補

助率50％」）、2020年のGDPへの影響はなりゆきケースと比較して -0.7%にとどまる。さらに、高

水準な省エネ技術の導入を促すために、補助率を90%まで高めると（図中の「高水準な省エネ技術

選択あり・補助率90％」）、高水準な省エネ技術の導入がさらに高まり、2020年のGDPは+0.05%
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となりゆきケースのGDPを超える結果となった。なお、削減が開始される2013年ではどのケース

においてもなりゆきケースと比較してGDPは低下しているが、これは短期的にはどのようなケー

スにおいても取り得る対策が限られていることを示している。これに対して、長期的な視点から、

より高性能な省エネ技術を公的補助も与えながら導入することにより、2020年には削減目標を達

成するとともに経済成長を回復させ、施策によってはなりゆきケースをも上回る経済成長を遂げ

ることも可能であることを明らかにし、削減のポテンシャルを実現するような省エネ技術の導入

を促す施策の役割が重要となることを示した。  

 

 

図(2)-13 2013年11月に報告された2020年目標達成時におけるGDPの推移  

 

（５）日本を地域分割した応用一般均衡モデルの開発 

 日本を9地域に分割した応用一般均衡モデルを用いて、温暖化対策を行わないなりゆきケースに

ついて2030年まで計算した結果を、図 (2)-14に示す。基準年のCO2排出量については南齊・森口

(2010)
2)の産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID）を参考に想定しているため、わ

が国が気候変動枠組条約事務局に提出している排出量とは値が異なっている。また、地域ごとの

将来人口の変化は反映させてはいるが、2010年以降の経済成長率の設定は、各地域ともに同じと

設定しているため、どの地域も同じような変化となっている。各地域における再生可能エネルギ

ーの賦存量や温暖化対策の取り組みの相違については反映したものではないため、地域別の特性

を反映させるとともに、本サブテーマで開発された技術選択モデルと連携した上で、温暖化対策

について分析することが残された課題である。。  
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GDP（2005年価格兆円）  

 

CO2排出量（二酸化炭素換算100万トン）  

図(2)-14 地域連関モデルを用いた2030年までのなりゆき社会の結果  

 

（６）多地域最適電源計画モデル 

 再生可能エネルギー導入量に複数のシナリオを想定し、複数のCO2排出量制約の下での最適電源

構成及び発電量、蓄電池導入量を評価した。CO2排出削減制約別の総発電容量を図(2)-15(a)に示す。

太陽光発電のシェアの増加に伴い、総発電容量が急激に増加することが確認できる。これは、太

陽光とその他の発電方式の設備利用率が異なることに起因する。 -80%ケースでは、全設備容量の

約37%を太陽光発電設備が占めた。  

 CO2排出削減ケース別の総発電量を図(2)-15(b)に示す。削減目標を課さないNOケースでは、再生

可能エネルギーはほとんど導入されなかった。石炭火力のシェアの増加により、発電部門からの

CO2排出量は1990年比で67%増（484MtCO2）となった。排出目標が厳しくなるに従い、石炭火力か

らガスコンバインドサイクルやCCS併設型石炭ガス化複合発電（IGCC）への転換が進み、並行し

て蓄電池併設風力発電（風力w/SBST1）の導入量が増加した。さらに厳しい排出目標下では、太陽

光発電の導入が進み、-45%ケースより厳しい排出目標下では、CCS併設型IGCCの代わりにCCS併

設型ガスコンバインドサイクルが使用される結果となった。CCSが導入量上限に達した-50%ケー

スより厳しい排出目標下では、太陽光発電およびSBLT（太陽光の増加に伴い発生する昼間の余剰

電力や夜間の風力発電量を蓄電し、夕方や朝方に放電するという運用方式で使用）の導入量が増
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加した。さらに -70%ケースより排出目標が厳しいケースでは負荷周波数制御（Load Frequency 

Control、LFC）能力の高いガスコンバインドサイクル発電の使用が制約されるため、短周期変動の

100%抑制が可能な蓄電池併設型風力発電（風力w/SBST2）のシェアが拡大した。再生可能エネル

ギーの導入増加にともないSBLTの発電・蓄電量が増加した結果、-90%シナリオでは総発電量が約

2割増加した。  

 

 

(a) 発電容量  

 

 

(b) 発電量  

図(2)-15 CO2排出削減ケース別の電源構成  

 

 再生可能エネルギー比率と、蓄電池による発電量の関係を図 (2)-16に示す。再生可能エネルギー

比率は、再生可能エネルギーからの発電量の合計を総発電量で除すことにより求めた。図からは、

再生可能エネルギーの導入が5つの段階に分かれていることがわかる。図中の段階①は蓄電池の併

設を伴わない風力発電の導入段階である。風況の良い地域の風力発電は太陽光よりも発電コスト

が安価なため、優先的に導入される。段階②は蓄電池併設型風力発電（風力w/SBST1）および太陽

光発電の導入段階である。太陽光の導入に伴う長周期変動は、この段階ではガス火力や揚水によ

って調整される。段階③は風力w/SBST1、太陽光に加えてSBLTの導入が進む段階である。段階④

は、太陽光がポテンシャル上限に達し、短周期変動の100%抑制が可能な蓄電池併設型風力発電（風
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力w/SBST2）のシェアが増加する段階、段階⑤は厳しいCO2排出削減制約によりLFC供給量の高い

ガスコンバインドサイクル発電の使用が制約された結果、風力w/SBST2のシェアが急激に増加する

段階である。  

 

 

図(2)-16 再生可能エネルギー比率とVRE・SBLTの発電量の関係  

 

 このような再生可能エネルギー導入の5つの導入段階を考慮して、各再生可能エネルギー設備導

入段階の風力発電比率、および、太陽光発電比率の範囲を推計した。例として、風力発電比率と

SBST容量の関係を図(2)-17に示す。風力発電比率の増加と共にSBSTの必要容量も増加した。風力

発電比率とSBST容量の関係式を回帰分析により求め、それらの交点から各再生可能エネルギー導

入段階の風力発電比率の範囲を求めた結果、段階①は0%から4.8%、段階②は4.8%から10.5%、段

階③は10.5%から14.4%、段階④は14.4%から19.7%、段階⑤は19.7%以上に相当することが分かった。

つまり、総発電量に占める風力発電の比率が4.8%を超えた水準から、蓄電池容量の併設が必要と

なることがわかる。  

 

 

図(2)-17 風力発電比率とSBST容量の関係  

 

 次に、再生可能エネルギーの発電容量と蓄電池の容量の関係式を回帰分析により求めることで、

各段階で再生可能エネルギーを1GW導入するにあたり追加的に必要となる蓄電池容量を推計した。

例として、風力発電容量とSBST容量の関係を図(2)-18に示す。回帰分析の結果から、1GWの風力
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発電容量の追加にあたり、段階②では0.33GW、段階③では0.54GW、段階④では0.92GW、段階⑤

では5.1GWのSBSTの併設が必要となることが分かった。  

 

 

図(2)-18 風力発電容量とSBST容量の関係  

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 これまで国を最小単位として扱ってきたモデルを、地域スケールについて詳細化することに

より、再生可能エネルギーの賦存や地域の気候条件や産業、人口構成の違いから説明されるエ

ネルギー需要構造など各地域特性や、電力会社間の連系の強化を反映させた温暖化対策の検討、

評価を分析することが可能となった。特に、短期的に大幅な発電所新設が見込めない状況下に

おいて、東日本大震災以降における電力需給の安定化に向けてどの地域でどのような対策を講

じることが効果的かを議論する素地を提供できると考えている。 

 

（２）環境政策への貢献 

＜行政が既に活用した成果＞ 

わが国を対象とした様々なモデルを用いた試算結果については、環境省中央環境審議会 地球

環境部会 2013年以降の対策・施策に関する検討小委員会において報告するとともに、エネルギ

ー・環境会議に対しても結果を報告してきた。技術選択モデルについては、小委員会に設置さ

れた技術ワーキンググループやマクロフレームワーキンググループにおいてモデルの分析結果

を元に対策の方向性などについて検討が行われた。また、応用一般均衡モデルについては、道

路特定財源の廃止による影響を環境省総合環境政策局環境経済課に、国内排出量取引に関する

分析結果を環境省地球環境局市場メカニズム室「国内排出量取引制度の課題整理に関する検討

会」に、それぞれ提供することを通じて、環境政策の推進に貢献してきた。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

地域に分割したモデルを用いた分析結果は、国だけでなく、自治体における温暖化対策の検

討において重要な役割を担いうる。とりわけ、気候や経済活動、再生可能資源の賦存量が多様

なわが国において、自治体における温暖化対策を支援するツールが利用可能となることは、地
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域特性にあった対策を検討、提案することが可能となり、気候変動緩和策の実現に向けて大き

く貢献することにつながる。 

東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故により、わが国の温室効果ガス削減目標をエネ

ルギー計画とともに再考することとなり、単一の対策に大きく依存する計画の問題点を浮き彫

りにした。こうした反省を踏まえて、原子力の将来の想定に関する様々なシナリオの検討を行

うとともに、発電部門において電力供給の安定性を犠牲にすることのない温暖化対策を検討す

るための基礎的情報を多地域最適電源計画モデルによって提示することができる。こうしたシ

ナリオも、将来の温暖化対策を検討する上で重要な示唆を与えるものであり、温暖化緩和策の

検討に不可欠なものである。 
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［要旨］ 

気候変動緩和策を効果的に実現するためには、エネルギー効率改善の高い技術を導入するだけ

ではなく、社会経済活動そのものを見直すことも必要となる。とりわけ、二酸化炭素排出量のシ

ェアで30%を占める素材生産や、排出量の伸びが著しい民生部門を対象とした分析が必要不可欠と

なる。こうした背景のもと、鉄鋼生産及び家庭部門を対象に、温室効果ガス排出量の削減の可能

性を検討するために、財のストックの観点に着目した鉄鋼生産モデルや将来の人口や世帯構造を

定量化する人口・世帯モデル、家庭部門における活動を分析する家計生産モデルの開発を行い、

気候変動緩和策に向けての社会経済活動のあり方について検討した。鉄鋼生産モデルの解析から、

温暖化対策を行わない場合には2050年の世界の鉄鋼需要量は27億トンになるのに対して、サービ

ス需要の管理、財ストックの効率改善、高性能素材の導入などの対策を行うことで、16億トンに

減少することが明らかとなった。また、家庭部門におけるエネルギーサービス需要量の分析から、

中国における1人あたりのエネルギーサービス需要量が、2050年に日本に追い付くと想定した場合、

技術効率の効果を考慮しても中国のエネルギー需要量そのものは2005年と比較して61%増となり、

家庭から排出される一般廃棄物についても、2050年には2005年比3倍になることが示された。こう

した結果は、技術的な対策の重要性だけではなく、サービス需要量の見直しや対策が必要となる

ことを示唆したものである。  

 

［キーワード］ 

低炭素社会、エネルギーサービス需要、家計生産、マテリアルストック、鉄鋼 

 

１．はじめに 

 2050年の温室効果ガス排出量を1990年比半減するような低炭素社会の実現に向けては、より効

率的なエネルギー消費技術や再生可能エネルギーの導入が必要不可欠であるが、それだけで低炭

素社会が実現されるわけではない。わが国においては、産業部門における温室効果ガス排出量が

減少する傾向にあるのに対して、民生部門における温室効果ガス排出量は増加しており、生活の

質を落とすことなくエネルギーサービス需要量そのものを見直すことも視野に入れなければなら

ない。一方、産業部門においても製品の長寿命化や素材の高機能化等により、更なる削減の可能
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性が残されていると考えられる。このように、社会の様々な側面を対象に、温室効果ガス排出量

の削減の可能性を検討することは、低炭素社会を構築する上で重要になるといえる。とりわけ、

今後の経済成長で温室効果ガス排出量の伸びが予測されている発展途上国に対しては、先進国が

歩んできた途を追いかけるのではなく、独自の低炭素への途（リープフロッグ）を目指せるよう

に、将来像を明確に提示することが求められている。。  

 

２．研究開発目的 

 図(3)-1に、本研究課題全体が対象とするモデルと、本サブテーマで開発、改良したモデルの関

係を示す。  

 

 

図(3)-1 2A-1103で対象とするモデルとサブテーマ（３）で対象とするモデル（一点鎖線部分）  

 

 本サブテーマでは、将来の社会像をより具体的かつ明確に示すことができるようなモデルの開

発、改良とそれらを用いた分析を行うことを目的とする。具体的には、将来シナリオを検討する

差異の基礎である人口や世帯を推計する人口・世帯モデル、家計における消費や廃棄行動を定量

化する家計生産モデル、財のストックに着目し、ストックの新設や更新の視点から必要となる財

を計算し、将来の鉄鋼需要量を計算する物質ストック・フローモデルを対象に、モデルの開発、

改良とそれらを用いた将来像の検討を行う。  

 

３．研究開発方法 

（１）人口・世帯モデル  

 人口・世帯の将来推計を支援するために、人口・世帯モデルを開発した。推計の概要を図(3)-2

に示す。以下、人口推計部分と世帯推計部分に分けて、モデルの説明をする。  

世界の動向を踏まえた日本
の排出経路・対策の評価

人口・世帯
モデル

家計生産・ライフ
スタイルモデル
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成果
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動学的最適化モデル
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エネルギーシステム
バックキャストモデル

削減量可視化ツール

赤斜字のモデルは、研究期間内に
新たに加えたモデル
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１）人口推計  

 人口推計は世界197地域を対象に、コーホート要因法に基づき、2100年までの都市・農村別、男

女別、年齢階級別（5歳階級、0-4歳、5-9歳、…、90-94歳、95歳以上）人口を推計する。コーホー

ト要因法とは、各コーホートについて、出生と死亡、純移動といった人口変動要因についてそれ

ぞれ将来値を仮定し、それに基づいて将来人口を推計する方法である。基準年（計算開始年）を

2010とし、5年おきに計算する。推計方法は以下a)～c)のとおりである。  

a) 基準年(t年)に男女別・年齢階級別人口を準備  

b) 出生率、出生性比、国際移動率、生残率のシナリオを設定  

c) a)とb)からt+5年の男女別・年齢階級別人口が推計される（a)に戻る）  

 また、都市部と農村部では生活様式や社会・経済状況が大きく異なることも多いため、都市・

農村別人口の推計も行った。都市部・農村部の定義は国によって異なるが、国連の都市農村別人

口推計の中でも、国間の定義の一致は行わず、各国の定義の下での変化を推計するものとなって

いるため、本研究でも同じ手法を用いた。都市・農村別人口は、UN(1974)
1)の手法を用い、過去の

都市化のスピードを考慮した手法としている。  

 

 

図(3)-2 人口・世帯モデルの概要  

 

２）世帯推計  

 世帯推計は世界103地域を対象に、世帯主率法に基づき推計する。世帯主率法とは人口に対し世

帯主率を乗じて世帯主人口を求め、世帯主数＝世帯数として世帯数を求める方法である。非常に

簡易な方法であり古くから用いられている手法の1つであるが、この簡易な世帯主率ですら、世界

的に経年的にデータが整備されていないため、本手法の適用も容易ではない。推計対象地域全体

は人口推計と同じだが、人口推計と比較して、世帯推計に必要なデータが集まりにくいため、一

部の国を集約して地域として取り扱った。本モデルを用いて、2050年までの世帯種類別世帯数が

推計される。推計方法は以下の通りである。  
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a) 2050年までの男女別・年齢階級別人口を準備。これらのデータは① -1の人口推計の結果を用い

ることにする。  

b) 男女別・年齢階級別世帯主率のシナリオを設定。  

c) a)とb)から各年の男女別・年齢階級別世帯主数を推計し、これを地域別に集約して世帯数とする。 

 

（２）家計生産モデル 

 家計生産モデルは、Becker(2008)
2)の家計生産の考えをもとに構築するモデルである。すなわち、

家計は所得制約と時間制約のもとで効用を最大化するような家計生産（財とそれを消費する時間

を費やし便益を得ること）を行っていると考える。モデルでは、過去のデータに基づき家計の生

産関数に関するパラメータを同定し、そのような考えのもとで今後も家計生産活動を行った場合

の所得と時間の分配を計算することができる。家計生産モデルを用いて将来の家計の消費構造を

推計するとともに、社会の変化等と環境負荷の変化の関係を明示することが可能となる。家計生

産モデルの概念図を図(3)-3に示す。  

 

 
図(3)-3 家計生産モデルの概念図 

 

１）家庭のエネルギーサービス需給に着目した解析 

 家計生産モデルに関連して大きく3つの解析を行った。1つは家庭のエネルギーサービス需要に

着目し、その需要と供給の関係に焦点を当てた解析である。図(3)-3のNeedsモデルを掘り下げた内

容になる。具体的には、(1) エネルギーサービスの定義を行い、(2) 2050年までの日本と中国の家

庭部門についてエネルギーサービス需要シナリオ別のエネルギー消費量を推計し、分析を行った。
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推計にあたり、エネルギーサービスは6種類（暖房・冷房・給湯・厨房・照明・その他）設定し、

サービス種別にエネルギーサービス需要を同定する変数を設定し、それらの将来シナリオを設定

することでエネルギーサービス需要の将来シナリオを作成した。本推計では、エネルギーサービ

ス需要の違いに焦点を当てるため、技術の進展に関するシナリオは1つとした。技術シナリオは、

日本では電化の進展が進むシナリオ、中国では電化の進展と各機器のエネルギー消費効率の改善

が進むシナリオとした。表(3)-1にエネルギーサービス需要シナリオ、表(3)-2に技術シナリオをそ

れぞれ示す。  

  

表(3)-1 エネルギーサービス需要シナリオ  

国  シナリオ  説明  

日本  

FIX 2010年の1人あたりエネルギーサービス需要レベルが続くものとした。  

BaU 
1人当たり床面積、在宅時間(睡眠時間を除く）、内食率、入浴方法（バスタブ利用か
シャワーのみか）、機器の普及率に関して過去の傾向が2050年まで持続するものとし
た。  

中国  

FIX 2005年の1人あたりエネルギーサービス需要レベルが続くものとした。  

MAX 
中国の1人あたりエネルギーサービス需要レベルが、2050年に日本のBAUシナリオに
おける1人あたりエネルギーサービス需要レベルに追い付くものとした。  

CHN 

暖房、冷房、厨房、照明、その他サービスについては、中国の1人あたりエネルギー
サービス需要レベルが、2050年に日本のBAUシナリオにおける1人あたりエネルギー
サービス需要レベルに追い付くものとした。入浴方法は文化に依存するため変化はな
いものと仮定し、1人あたり給湯需要は2005年のレベルから変化しないものとした。  

 

表(3)-2 技術シナリオ  

国  2050年までの機器効率の変化に関するシナリオ  
電化に関するシナリオ  
（電気製品の機器分担率の増加） 

日本  
エアコンとその他サービスに関する機器効率 : 28.5%改善  
厨房と給湯に関する電気機器の効率 : 9% 改善  

暖房: 15% →  74% 
給湯: 13% →  53% 
厨房: 24% →  44% 

中国  

全ての機器効率が日本の機器効率と同じレベルになる。  
暖房と給湯に関するガス機器、石炭機器、灯油機器 : 28.5%改善  
厨房に関するガス機器、石炭機器、灯油機器 : 6%改善  
暖房と冷房に関するエアコン : 47%改善  
その他サービスに関する機器 : 28.5%改善  

暖房: 3% → 30% 
給湯: 4% → 20% 
厨房: 4% → 24% 

 

２）家庭ごみ発生量推計ツールの開発  

2点目の解析として、家計生産モデルを用いてアジア地域における廃棄物発生量予測に関する推

計も行った。そのうち消費支出額から環境負荷発生量を推計するための変数の設定の精度を上げ

た。このことにより、1) 発展途上国でも入手可能なデータを用いて推計可能であり、2) 比較的シ

ンプルな推計構造にすることで各国に適用でき、さらに3) 家庭ごみ組成別の家庭ごみ発生量を推

計可能なツールを開発することができる。これを人口規模と1人あたりGDPの観点から主要なアジ

アの8か国（日本、中国、韓国、インド、インドネシア、マレーシア、ベトナム、タイ）に適用し、

アジア各国の家庭ごみ発生量の実態の把握を試みた。具体的には、図(3)-4に示す推計フローに従

って、アジア各国の家庭ごみ発生量を推計した。推計対象とする家庭ごみを1) 購入消費財の使用

後に発生するごみ、2) 購入財に伴う容器包装、3)耐久財からの家庭ごみ発生量の3つに分類し推計

する。まず家計消費支出と財の価格から財の購入量を推計する。購入された財のうち消費財につ

いては、購入された年に家庭ごみとして発生されるものと考える。容器包装についても、財の購



 

 

2A-1103-60 

入量に応じて発生し財の購入年に廃棄されるものとした。耐久財は購入後家庭内で1年以上使用さ

れた後、家庭ごみとして発生するものとした。  

 

 

図(3)-4 消費支出額から家庭ごみ発生量推計までの流れ  

 

３）アジアにおける財・サービスの購入変化を考慮した家庭ごみ発生量の推計  

家計生産モデルを用いた3点目の解析として、アジア地域における財・サービス購入に与える影

響を推計し、それに基づき家庭からの廃棄物発生量の将来予測を行った。推計のフローを図(3)-5

に示す。はじめに2005年から2011年の所得階級別家計活動別家計消費支出から需要関数のパラメ

ータを同定する。次に所得階級別家計消費支出の2020年までの将来推計を行う。この結果と先ほ

ど同定した需要関数のパラメータを用いて、2020年までの家計活動別家計消費支出を推計する。

最後に、推計された家計活動別家計消費支出から家庭ごみ発生量を推計する。  
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図(3)-5 家計生産モデル・廃棄物発生モジュールの推計フロー 

 

（３）物質ストック・フローモデルの開発 

 低炭素社会構築のためには、エネルギー集約素材の生産に係るCO2排出量の削減は必須である。

しかしながら、エネルギー集約素材の代表的素材である鉄鋼は、社会インフラや、生産資本、輸

送機器など人々が生活、また、経済活動を行うためには不可欠な幅広い財に使用されている。先

進国では物的成熟度は高く、素材需要の駆動力は、その維持の段階になってきているが、途上国

では、社会インフラや生産資本の整備が、今後の駆動力となる。このことから、鉄鋼需要の削減

を検討するためには、鉄鋼ストックが行うサービス需要を満たしつつ、鉄鋼生産に関わるCO2排出

量を削減することが求められる。  

 そこで、本研究は、鉄鋼需要の削減可能性を検討することを目的とし、鉄鋼ストックが行うサ

ービスのサービス需要から鉄鋼需要までを整合性をもって推計する物質ストック・フローモデル

を構築した。将来推計については、温暖化対策を導入しない「対策なしケース」、様々な対策を

導入した「対策ケース」を設定し、これを日本、また、世界全体に適用し、2050年までの鉄鋼需

要、鉄鋼ストック量を推計することで対策導入による鉄鋼需要の削減の定量的効果を示した。  

 

１) 基準年の財別鉄鋼ストック量の推計 

 将来の鉄鋼需要の推計には基準年の財別ストック量の情報が不可欠であるが、これは統計など

地域別財・サービス詳細
分類別家計消費支出

(2005-2011)

地域別所得階級別
家計活動別家計消費支出

(2005-2011)

財・サービス/家計活動
対応表

地域別所得階層別
消費関数のパラメータ

地域別所得階級別財・
サービス大分類別家計消

費支出(2005-2011)

地域別所得階層別
家計活動別家計消費支出

(-2020)

地域別所得階層別
家計消費支出

(-2020)

地域別所得階層別財・
サービス別家計消費支出

(-2020)

地域別家庭ごみ種別
家庭ごみ発生量

(-2020)

地域別家庭ごみ変換
マトリクス

過去のデータから
消費関数の同定

将来推計

4. (1)

4. (2)

4. (3)

4. (4)

4. (5)



 

 

2A-1103-62 

からは得られない。そこで、まず、基準年（2005年）の財別鉄鋼ストック量を地域別に推計した。

なお、財の分類は、鉄鋼を主な構成要素とする製品を網羅的に扱い、その財の用途、財一単位の

生産に投入される鉄鋼の量を考慮し、23種に集約した。 ここで、鉄鋼ストック量は、社会にて使

用されている財に含まれる量（ in-use stock）が対象であり、使用された後、廃棄物として回収され

ないまま社会に蓄積されている量は含めない。推計は、鉄鋼の使用が本格的に始まった1900年か

ら2005年まで行った。推計方法としては、まず、財を5種（大分類：建築物、機械類、輸送機器、

土木構造物、その他）に集約し、地域別財別鉄鋼ストック量を1900～2005年の期間にて推計する。

次に、2005年について財のストック量を用いて、23種（小分類）に分割した。  

 大分類での地域別鉄鋼ストックの推計は、(1)式を用いて行う。なお、1900年の初期値を0トンと

した。変数の添え字は、r が地域、i が財、t が年を示す。  

, , 1 , 1 ,

i i i i

r t r t r t r tMS MS MD MI     ··················· (1) 

ここで、
,

i

r tMS ：ストック量、
,

i

r tMI ：ストックへの追加量、
,

i

r tMD ：減耗量 である。  

ストックの減耗による廃棄物発生量は、(3)式で定義されるワイブル分布を用い、(2)式にて算出

した。  

, ,

1900

( )i i i

r t r t tt

tt t

MD MI f tt

 

   ····················· (2) 

1

( ) exp

i i

i
i

i i i

tt tt
f tt

 


  

      
     

     

 ·········  (3) 

ここで、tt：財の蓄積期間、β：形状パラメータ、η：尺度パラメータである。  

財別のストックへの追加量MI（以下、投資量）は、1900-1970年、1971-2005年の別に設定した。

1971～2005年の財別投資量は、貨幣単位や物量単位の各種統計と整合性がとれるよう調整計算を

行い推計した物質勘定表の値を用いた。1970年以前は、日本は既往の文献から値を設定し、その

他の地域は、鉄鋼の見掛け消費量に、財別投入シェアを乗じて推計した。財別投入シェアは、輸

送機器は1900年のシェアを0％とし1971年の投資量の財別投入シェアの値と線形補完を行った。そ

の他は、1971年のシェアで一定とした。これら2つの財のシェアを除いた残りのシェアを機械類、

建築物、土木構造物に分割した。その分割については、先進諸国は、それぞれの財の生産が始ま

った時期、及び、日本の財別投入シェアを参考に設定した。なお、途上国における建築物への鉄

鋼の投入は、1950年以降で見掛け消費量が発生する年に開始するものとした。  

こうして推計した2005年の財別鉄鋼ストック量について大分類から小分類に分割した。方法は、

財のストック量に日本の物質原単位を地域別調整係数を乗じて、大分類ごとに小分類での財別鉄

鋼ストック量が大分類での鉄鋼ストック量と等しくなるよう調整計算を行った。  

 

２）物質ストック・フローモデルの開発  

 物質ストック・フローモデルでは、鉄鋼を対象に、世界を35地域に区分し、①物質（鉄鋼・セ

メント）が含まれている財ストックが提供するサービスについてサービス需要を推計し、②その

サービスを提供するために必要な財ストック需要量を推計する。③財ストック需要量を満たすた

めの財需要量を計算し、④財生産のために投入される物質需要量を推計する。ここで、サービス
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は家計、生産、輸送など11種類のサービス、財は住居、生産資本、輸送機器、インフラなど23種

類を対象とした。  

 

 

図(3)-6 物質ストック・フローモデルの推計のフロー 

 

サービス需要量は、サービススケール指標にサービスレベル指標を乗じて算出される（(4)-(5)

式）。財ストック需要量は、財ストックのサービス算出係数と稼働率から推計される（ (6)式）。

財ストック量の動態式から財需要量（(7)式）が推計され、最後に財需要量に物資原単位を乗じる

ことで物質需要量が算出される（(8)式）。なお、地域のサフィックス、ストックの動態式以外の

年のサフィックスは省略し、モデルの方程式群を示す。また、サービスとそれを供給する財スト

ックの組み合わせは、表(3)-3に示した。  

up up upU US UL   ·········· (4) 
up up upUS asd SI   ········ (5) 
, ,up s up s sU aus S   ·········· (6) 

  11s s s s

t t-1 tS = S I     ···· (7) 

1

s s s

tM = d I    ·············· (8) 

ここで、up：サービスの種類、s：財の種類、 upU ：サービス量、 upUS ：サービススケール指標、 upUL ：

サービスレベル指標、 upSI ：サービススケール指標を規定するマクロ社会経済指標、 sS ：財sのス

トック量、 sI ：財sの需要量、 sM ：財sによる物質需要量、 upasd ：サービススケール指標に関する

係数、 ,up saus ：サービス産出係数（財ストックs1単位あたりのサービスupの産出量）、 s ：減耗率、

sd ：物質原単位（財一単位あたりの生産に投入される物質量）である。  

サービススケール指標に関する係数asd、サービス算出係数aus、サービスレベルUL、物質原単

位dは2005年について世界35地域で整備した。なお、統計から関連する変数の報告値が得られない

地域については、経済的・地理的に近い地域の値を引用した。  

 

  

物質原単位

人口 GDP

サービス需要量（家計、生産、輸送、土木）

財ストック需要量（住居、生産資本、交通
インフラ、輸送機器、生活インフラ、etc）

財需要量

物質需要量 物質ストック量



 

 

2A-1103-64 

表(3)-3 サービスおよび財の種類と、その組み合わせ  

 

 

 将来推計においては、係数の値を2005年の値で固定した対策なしケース、様々な対策を導入し

た対策ケースを設定した。なお、対策としては、表(3)-4に示したサービス需要の管理、財ストッ

クの効率改善、高性能素材の導入を想定した。  

 

表(3)-4 対策ケースの内訳  

 

 

４．結果及び考察 

（１）人口・世帯モデルを用いた将来推計 

 図(3)-7に、人口・世帯モデルを用いて推計した日本を対象とした2050年における都市・農村別

男女別年齢階級別人口を示す。どの国でも高齢化が進み、年齢分布別人口のピークがピラミッド

の上の方に移動しているのが分かる。また都市への人口流入が進み、インドでも人口の半分以上

が都市に住むようになると推計された。  

図(3)-8はアジア主要国を対象とした世帯数の推計結果を示す。日本は人口減少期に突入し、か

つ、世帯人員数の減少率も低下しているため、世帯数は近い将来減少に転じることが示された。

一方、多くのアジア地域では、今後も急激な人口増加が予想され、かつ、世帯人員数の減少が同

時期に進むことが予想されるため、世帯数が急激に増加することが推計された。特に世帯数の増

加率が激しい国として、パキスタン、ベトナム、フィリピン等が挙げられる。  

図(3)-9は日本における世帯主率の推計結果をそれぞれ示す。これまでも高齢者が家族と一緒で

はなく単身で住むように変化する傾向が見られたが、その傾向はますます強まることが想定され、

75歳以上の男女共に、2050年の世帯主率は2005年の世帯主率と比べて高くなった。また、それ以

サービスの種類（up） 財の種類 （s）

住居 住居（構造別）
その他家計 その他工業製品
産業生産 生産資本（機械，各種設備），業務建築物
発電 発電設備（汽力，水力）
距離別旅客輸送 乗用車，バス，バイク，自転車，旅客車両，飛行機

道路，鉄道，空港
距離別貨物輸送 トラック，貨物車両，船舶，港湾　（交通インフラ再掲割愛）
農業用水 灌漑設備
工業用水 工業用水設備

生活用水 水供給設備（水道，その他水供給設備）

汚水処理 汚水処理設備（水洗，その他汚水処理設備）
その他土木 その他土木構造物

対策 2050年までの変化・改善

サービス需要の管理 建築：構造別シェアの変化
輸送：モーダルシフト
住居：空家率の削減
業務建築物：空室率の削減
発電設備：設備利用率の向上
生産資本（機械類）：稼働率の向上
輸送機器：積載率の向上
土木構造物：利用率の向上

高張力鋼シェアの増加

（機械類，輸送機器，建築物，土木構造物）

財ストックの効率改善

高性能素材の導入
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外の年齢でも、単身化や核家族化の傾向は相変わらず続くことが想定されるため、全年齢区分に

おいて、2050年の方が2005年よりも世帯主率は高くなった。  

 

 

図(3)-7 日本の都市・農村別男女別年齢階級別人口 (2050年) (黒：都市部 灰色：農村部) 

 

 

図(3)-8 アジア主要国の世帯数の推移  
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図(3)-9 日本における世帯主率の変化 
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（２）家計生産モデルを用いた分析 

１）家庭のエネルギーサービス需給に着目した解析  

日本及び中国におけるエネルギーサービス需要レベル別のエネルギー消費量の推計結果をそれ

ぞれ図(3)-10と図(3)-11に示す。  

日本の結果を見ると、BaUケースでは29％の削減が可能であることがわかった。日本では2010

年と比較して2050年には人口が25％減少するため、その影響も大きい。2050年に向けて日本の家

庭部門におけるCO2排出量の大幅削減を達成するには、厨房と給湯においてガスから電力へのエネ

ルギー転換がどこまで進むかが非常に大きなポイントとなる。  

 

   

FIXケース                  BaUケース  

図(3)-10 日本のエネルギー消費量  

 

中国では2050年までに人口がピークを迎えるため、2050年の人口は2005年比で約3.5％減少して

いる。また中国では2005年において平均的な機器のエネルギー効率が悪いため、エネルギー効率

の改善と、電化によるエネルギー消費量の減少が大きな意味を持つことがわかる。CHNケースで

は2005年と比較して61%のエネルギー消費量の増加、MAXケースにおいて98%のエネルギー消費量

の増加がそれぞれ見込まれることがわかった。いずれのケースもエネルギー消費量の大幅な増加

を示しているが、この2つのケースの違いは、入浴方法の設定だけであり、日本のように給湯を大

量に使う入浴をしないだけでも、将来のエネルギー消費量に無視できない大きな違いが表れるこ

とが明らかとなった。今回の推計では、需要シナリオの違いが緩和策の検討において非常に大き

な意味を持つことを示すことが目的の1つであり、それが明確に示された結果となった。  
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FIXケース                     MAXケース          

 

CHNケース  

図(3)-11 中国のエネルギー消費量  

 

２）家庭ごみ発生量推計ツールの開発  

 日本の家庭ごみ発生量推計結果を報告値と比較し、ツールの推計精度について確認する。表(3)-5

に日本の2000年、2005年、2010年の家庭ごみ発生量の推計結果と報告値を示した。報告値を比較

すると、比較的定常的にごみが発生する厨芥や紙類については、同じような数値となっているが、

非定常的に発生するごみについては、報告値間により差があることがわかる。また容器包装から

の家庭ごみ発生量については、回収率との密接に関係するものであり、やはり報告値間での差が

見られる。本研究の推計結果と比較すると全体的には報告値のばらつき内に収まる結果になって

おり、一定レベル以上の精度をもったツールであるといえる。  

 

  

0

100

200

300

400

500

600

700

2005 2010 2020 2030 2040 2050

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

(M
to

e)

熱

バイオマス

石炭

灯油

ガス

電力

0

100

200

300

400

500

600

700

2005 2010 2020 2030 2040 2050

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

(M
to

e
)

熱

バイオマス

石炭

灯油

ガス

電力

0

100

200

300

400

500

600

700

2005 2010 2020 2030 2040 2050

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

(M
to

e)

熱

バイオマス

石炭

灯油

ガス

電力



 

 

2A-1103-68 

表(3)-5  日本の家庭ごみ発生量推計結果  

 

 

いくつか大きく推計結果が報告値と異なる部分について考察を加える。紙類の製品については、

新聞紙の購入量も含めているため、推計結果が非常に大きくなっている。今回は発展途上国での

家庭ごみ発生量を見るため、あえてリサイクル率は考慮していない。プラスチック類の容器包装

は、ビニール袋や緩衝剤等は推計対象外であることが、過小推計に見える原因の1つであろう。ま

た、金属類、ガラス類の容器包装についても、リサイクルを考慮していないことが過大推計に見

える理由の1つである。金属類の製品については、推計結果で粗大ごみに分類した物の一部が金属

類に入る場合もあり（例えば小さな機器など）、推計結果に影響したものと考えられる。  

 以上により、本ツールは精度を検証出来なかった部分を残すが、全体的には最初に示したツー

ル開発の3つの条件（データの入手可能性、シンプルな推計構造、組成別の家庭ごみ発生量が推計

可能）を満たしたものであると言えるだろう。構造がシンプルなため、パラメータの設定が結果

に大きな意味を持つが、適切なパラメータを設定できれば、アジア各国の組成別家庭ごみ発生量

の推計が可能である。  

 アジア各国の推計結果について考察する。はじめにアジアの発展途上国の都市固形廃棄物発生

量の報告値一覧を表(3)-6に示す。これは各国の都市固形廃棄物発生量の統計値や推計結果、調査

結果が混在したものである。また都市固形廃棄物の定義は国によって異なり、都市といっても首

都があるような大都市の結果のみ示した国もあれば比較的小都市の結果まで含むものもある。こ

れらの報告値からわかることは、 1) 都市固形廃棄物の発生量にはかなり国内の都市レベルでも幅

があるが、2) 少なくとも新興国の大都市では、先進国の都市レベルの都市固形廃棄物があること

である。これらの情報を用いて推計結果の精度を比較するのは困難である。そこで、各国の代表

2000年 2005年 2010年 京都市*1 岡山市*2 福岡市*3

合計 32521 32508 33127

厨芥類 10766 10239 9590 13525 8368 13603

紙類 製品 9577 10360 11765 6322 4465 7176

容器包装 534 539 539 2687 1574 3014

繊維類 1672 1636 1535 924 1036 2087

プラスチック類 製品 585 571 588 553 515 2052
*5

容器包装 2316 2359 2412 3793 2888 3903

木片類 277 287 303 243 543 2138
*5

陶磁器類 268 249 238 188 192 399

ガラス類 製品 268 249 238 158 20 314

容器包装 1835 1997 1718 802 260 564

皮革・ゴム類 149 132 141 304 26 ―

金属類 製品 298 282 281 334 750 1014

容器包装 877 754 690 492 140 206

粗大ごみ 3100 2855 3090

   単位: 千トン

　*1:  京都市の調査結果に合計値を乗じて計算．

　*2:  岡山市の調査結果のうち，焼却ごみと埋立ごみの発生割合が20:1として計算．

   *3: 福岡市の調査結果に合計値を乗じて計算．

   *4: 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課の平成17年度の生活系廃棄物の値．

   *5: プラスチック製品の値は皮革・ゴム類と合計した値．また，木片類には伐採くずを含む．

推計結果
家庭ごみ

報告値

36471
*4
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的な都市固形廃棄物発生量データを設定し、都市固形廃棄物に占める家庭ごみの割合の違いと都

市と農村の廃棄物発生量の違いを仮定した報告値を作成し、推計結果との比較を試みた（表(3)-6）。

報告値1として各国の都市固形廃棄物の発生量を設定し、都市固形廃棄物発生量のうち家庭ごみの

割合が95％、70％、50％の場合の値を報告値2から報告値4として示した。さらに都市部と農村部

では農村部の方が1人あたり都市固形廃棄物、あるいは家庭ごみ発生量が少ないことが予想される

ため、農村部からの平均的な1人あたり廃棄物発生量が都市部からの発生量と比較して50%、33%、

25%、17%だった場合を報告値5から報告値8とした。報告値1は、各国の報告値と1人あたりGDPを

考慮して設定した。中国、マレーシア、タイは900g/人・日、インドネシア、ベトナムは大都市の

データしかわからなかったため、大都市のデータから少し低めに600g/人・日とし、インドは報告

値が全体に低いため400g/人・日と設定した。結果を見ると、全体的に過小推計の可能性が高いこ

とがわかる。過小推計になる明らかな原因は2つ挙げられる。1) 手法上の理由により容器包装や家

庭への搬入物の一部は推計対象に含まれない、2) 推計に用いた価格の設定は都市部の情報しか得

られなかったため、農村部が都市部より価格が安い場合過小推計になる。特に、今回のケースで

は2) が過小推計の原因になっている可能性が高い。  

 次に、表(3)-7にアジア8か国の家庭ごみ発生量の推計結果をまとめた。先進国である日本や韓国

では2000年から2010年にかけほぼ横ばいであるが、発展途上国ではインドを除きここ10年ほどで

も家庭ごみ発生量が増加していることがわかる。発展途上国ではここ10年間の人口増加も著しい

ため、表(3)-7に示したように国全体の家庭ごみ発生量を見ると、中国やマレーシアではここ10年

でも家庭ごみ発生量が2倍になっており、他の発展途上国でも著しい増加をしていることがわかる。 

図(3)-12に1人あたりGDP（購買力平価換算値）と家庭ごみ発生量の関係を示した。今回の推計

結果は購買力平価に換算した1人あたりGDPが増えるほど家庭ごみ発生量が増加しており、この点

からも本推計結果が妥当な結果であると判断できる。  

 

表(3)-6 アジアの発展途上国の推計値と報告値の比較  

  

MSW MSW MSW MSW MSW MSW

推計値

報告値1 900 400 600 900 600 900

報告値2

報告値3

報告値 4

報告値5 662 331 - 628 260 130 - 247 433 216 - 411 774 387 - 735 390 195 - 371 603 302 - 573

報告値6 580 290 - 551 212 106 - 202 376 188 - 357 731 366 - 695 319 159 - 303 502 251 - 477

報告値7 542 271 - 515 190 95 - 181 349 175 - 332 711 356 - 675 285 143 - 271 455 227 - 432

報告値8 503 251 - 478 167 83 - 158 322 161 - 306 690 345 - 656 250 125 - 238 405 203 - 385

都市化率37)

GDP 
*1

単位：　g/人・日

報告値1 都市固形廃棄物発生量の値

報告値2 都市固形廃棄物発生量のうち95%が家庭ごみであるとした場合

報告値3 都市固形廃棄物発生量のうち70%が家庭ごみであるとした場合

報告値3 都市固形廃棄物発生量のうち50%が家庭ごみであるとした場合

報告値4 農村部の1人あたり都市固形廃棄物（家庭ごみ）発生量が都市部の50%の量であるとした場合

報告値5 農村部の1人あたり都市固形廃棄物（家庭ごみ）発生量が都市部の33%の量であるとした場合

報告値6 農村部の1人あたり都市固形廃棄物（家庭ごみ）発生量が都市部の25%の量であるとした場合

報告値7 農村部の1人あたり都市固形廃棄物（家庭ごみ）発生量が都市部の17%の量であるとした場合

*1: 2010年の1人あたりGDP (PPP換算値，2005年USドル)
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表(3)-7 アジアの家庭ごみ発生量  

 

 

 

図(3)-12 1人あたりGDPと家庭ごみ発生量の関係  

 

３）アジアにおける財・サービスの購入変化を考慮した家庭ごみ発生量の推計  

 まず、家計活動に関する重要なパラメータである選好係数
ha

a と準消費支出
haha

bp の推計結果を図

(3)-13～図(3)-16に示す。選好係数
ha

a は食などの生活に必需な家計活動においては、所得階級が高

いほど小さくなることが予想され、基準消費支出
haha

bp は、所得階級が高くなるにつれ、生活に最

低限必要であると考えるレベルも高くなることが予想されるため、所得階級が高い程、大きくな

ることが予想される変数である。  

中国のような発展途上国では、高所得階級ほど家計活動別基準消費支出は大きくなった。選好

係数について高所得階級を低所得階級と比較すると、食といった生活に必需な活動については低

くなり、教養娯楽（娯）のような家計活動については高くなる傾向が見られた。一方、日本の結

果を見ると、基準消費支出については最低所得階級 (HT1)と最高所得階級(HT10)の家計ではHT10

の方が全体的に高いこと、また低所得家庭と高所得家計においては高所得家計の方が教養娯楽へ

の選好係数が高いなどの傾向がみられるものの、中国で観察された所得階級の違いによるきれい

な傾向は見られない。日本のような先進国では、所得階級が低いといっても、世界全体のレベル

からすれば十分に満足のいく生活ができる水準に達しており、所得が増えればより娯楽や利便性

の高い財・サービスの消費が増えるといった考え方によらない消費活動が行われている。このよ

うな傾向は韓国にも見られ、先進国を解析する際には、適切な世帯分類の設定や需要関数の見直

しが必要であり、今後の検討課題の1つとしたい。  

2000

1人あたり 全国 1人あたり 2000年比 全国 2000年比 1人あたり 2000年比 全国 2000年比

日本 709 32521 705 0.99 32507 1.00 717 1.01 33127 1.02

中国 79 36715 92 1.17 44087 1.20 152 1.92 74510 2.03

韓国 594 9964 597 1.01 10250 1.03 664 1.12 11321 1.14

インド 70 27044 70 1.00 29335 1.08 70 0.99 31086 1.15

インドネシア 66 5174 73 1.10 6089 1.18 92 1.39 8066 1.56

マレーシア 207 1771 252 1.22 2404 1.36 335 1.62 3471 1.96

ベトナム 45 1281 57 1.28 1736 1.36 69 1.55 2219 1.73

タイ 212 4889 237 1.12 5765 1.18 260 1.22 6549 1.34

 単位　発生量: g/人・日　　全国: 千トン

国
20102005
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図(3)-13 日本の消費選好係数  

 

 

図(3)-14 中国の消費選好係数  

 

 

図(3)-15 日本の基準消費支出  

 

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

HT1 HT2 HT3 HT4 HT5 HT6 HT7 HT8 HT9 HT10

消
費
選
好
係
数

食

衣

住

世

健

身

通

教

娯

他

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

0.4

0.45

0.5

HT1 HT2 HT3 HT4 HT5 HT6 HT7 HT8 HT9 HT10

消
費
選
好
係
数

食

衣

住

世

健

身

通

教

娯

他

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

HT1 HT2 HT3 HT4 HT5 HT6 HT7 HT8 HT9 HT10

基
準
消
費
支
出

(2
0

1
1
年

U
S

$
/世
帯
・
年

)

食

衣

住

世

健

身

通

教

娯

他



 

 

2A-1103-72 

 

図(3)-16 中国の基準消費支出  

 

 これらを用いた将来の消費支出額の推計結果を表(3)-8に示す。全体的に過去のデータを非常に

よく再現できている。全ての国に共通してみられる傾向は、高所得層では消費支出額の増加が著

しいのに対し、低所得層では、高所得層と比較すると増加率が低い、もしくは、基準年よりも消

費支出額が減少する傾向もみられた。日本や韓国といった先進国では、全体的に消費支出額が伸

び悩んでいるが、途上国の高所得階層ではかなり消費支出額が増加することが分かる。インドネ

シアでは全所得階層に対し同じような割合で消費支出額が増加するのに対し、中国、インド、イ

ンドネシアでは高所得階層の方の伸びが低所得階層よりも大きくなっている。特に中国に関して

はその傾向が非常に激しい結果となった。  

 

表(3)-8 消費支出推計結果まとめ  
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推計値 統計値 基準年比 推計値 統計値 基準年比 推計値 統計値 基準年比 推計値 統計値 基準年比 推計値 統計値 基準年比

日本 2005 24.3 25.3 1.0 42.8 43.6 1.0 54.2 55.3 1.0 71.2 71.3 1.0 101.2 97.2 1.00

2010 21.8 21.8 0.9 41.9 41.7 1.0 51.1 51.2 0.9 68.6 68.0 1.0 101.3 102.2 1.00

2015 19.6 0.8 41.6 1.0 47.9 0.9 66.2 0.9 102.6 1.01

2020 17.3 0.7 43.1 1.0 44.2 0.8 64.1 0.9 109.2 1.08

中国 2005 1.6 1.4 1.0 2.7 2.5 1.0 3.3 3.1 1.0 4.2 4.2 1.0 5.7 6.3 1.00

2010 1.4 1.1 0.8 2.9 2.6 1.1 4.1 3.8 1.2 6.3 6.3 1.5 12.3 14.0 2.17

2015 1.3 0.8 3.3 1.2 4.9 1.5 8.7 2.1 21.5 3.79

2020 1.2 0.8 3.6 1.4 5.9 1.8 11.5 2.7 34.6 6.10

インド 2005 1.1 1.1 1.0 2.2 2.2 1.0 2.9 2.9 1.0 4.4 4.4 1.0 7.8 7.8 1.00

2010 1.3 1.2 1.2 2.6 2.6 1.2 3.6 3.6 1.2 5.5 5.4 1.3 10.2 10.0 1.30

2015 1.5 1.4 3.2 1.5 4.4 1.5 6.9 1.6 13.2 1.68

2020 1.7 1.6 3.8 1.8 5.4 1.8 8.6 2.0 16.9 2.15

インド 2005 1.6 1.5 1.0 3.1 3.0 1.0 4.1 4.0 1.0 5.9 5.9 1.0 9.8 10.0 1.00

ネシア 2010 1.9 1.8 1.2 3.7 3.7 1.2 5.0 5.0 1.2 7.3 7.4 1.2 12.5 12.9 1.28

2015 2.2 1.4 4.7 1.5 6.4 1.6 9.8 1.7 17.7 1.80

2020 3.2 2.0 6.4 2.1 8.6 2.1 12.6 2.1 21.5 2.19

韓国 2005 12.2 12.0 1.0 18.8 18.6 1.0 23.5 23.3 1.0 32.4 32.3 1.0 52.9 52.9 1.00

2010 12.0 11.8 1.0 18.8 18.7 1.0 24.0 23.9 1.0 33.8 33.7 1.0 56.9 56.9 1.08

2015 11.6 1.0 19.0 1.0 24.7 1.1 35.8 1.1 62.7 1.19

2020 11.3 0.9 19.3 1.0 25.7 1.1 38.2 1.2 70.2 1.33

マレー 2005 3.6 3.6 1.0 8.2 8.2 1.0 11.8 11.7 1.0 19.1 19.1 1.0 40.1 40.1 1.00

シア 2010 4.2 4.2 1.2 9.8 9.7 1.2 14.2 14.1 1.2 23.7 23.5 1.2 52.8 52.1 1.32

2015 5.0 1.4 11.8 1.4 17.4 1.5 29.7 1.5 69.2 1.72

2020 6.1 1.7 14.6 1.8 21.7 1.8 37.5 2.0 90.7 2.26

HT8 HT10
10

3
US$/世帯

HT1 HT3 HT5
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最後に将来の家庭ごみ発生量の推計結果を表(3)-9に示す。日本では、人口の減少と消費支出の

伸び悩みといった理由により、家庭ごみ発生量の推計結果は横ばいとなった。一方、日本以外の

アジア諸国では、いずれの国も家庭ごみ発生量が増加すると推計された。本推計の対象国の中で

は、日本に次ぎ消費支出額が伸び悩むと推計された韓国でも、2020年における家庭ごみ発生量は

2005年比で1.36倍、中国、インドネシア、マレーシアでは3倍近く、インドでも2倍近くになること

が推計された。1人あたり家庭ごみ発生量の結果を見ると、中国が非常に高い増加率を示し2020年

の発生量は2005年と比較して、2.67倍となった。  

 

表(3)-9 廃棄物発生量推計結果まとめ  

 

 

（３）マテリアルストック・フローモデル  

図(3)-17は、推計された現状の鉄鋼ストック量を1人あたりに換算して示したものである。先進

諸国では多くの地域で、4.9～10.6トン/人の範囲となった。先進諸国の中で一番少ないのは、トル

コの1.8トン /人、次にニュージーランドが少なく、これら2地域はその他の先進諸国の範囲から大

きくかけ離れている。先進諸国並みに1人あたり鉄鋼ストック量が多い途上国は、台湾とシンガポ

ールの6.2トン/人であり、初期EU所属国やオーストラリア以上の値となっている。これらの地域に

共通することは、新興国の中でも経済発展のレベルが比較的高い地域であることが挙げられ、経

済発展のレベルが高い国は、物質成熟度も高いといえる。  

先進諸国の間でも1人あたり鉄鋼ストック量には大きな幅があり、その要因は、今後の途上国の

国全体(単位: 10
3 

t) 2005 2010 2015 2020

日本 廃棄物発生量 12753 12719 12614 12602

　増加率 100% 99% 99%

中国 廃棄物発生量 31921 46635 65641 90683

　増加率 146% 206% 284%

インド 廃棄物発生量 23085 28662 35438 43702

　増加率 124% 154% 189%

インドネシア 廃棄物発生量 3674 5110 7409 10392

　増加率 139% 202% 283%

韓国 廃棄物発生量 3082 3538 3904 4207

　増加率 115% 127% 136%

マレーシア 廃棄物発生量 688 991 1407 1984

　増加率 144% 205% 288%

1人あたり(単位:kg/人・年) 2005 2010 2015 2020

日本 廃棄物発生量 99.8 99.9 100.2 102.1

　増加率 100% 100% 102%

中国 廃棄物発生量 24.6 34.9 48.1 65.5

　増加率 142% 196% 267%

インド 廃棄物発生量 20.9 24.0 27.7 32.0

　増加率 115% 132% 153%

インドネシア 廃棄物発生量 16.8 22.0 30.3 40.9

　増加率 131% 181% 244%

韓国 廃棄物発生量 64.0 72.4 79.2 85.3

　増加率 113% 124% 133%

マレーシア 廃棄物発生量 26.3 35.1 46.6 61.8

　増加率 133% 177% 235%
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1人あたり鉄鋼ストック量の飽和レベルを探るうえで重要である。地域別に財別鉄鋼ストック量を

見ると、その最大の要因が建築物であることが分かる。例えば、日本とその他EU所属国とでは2.7

倍もの差がある。先進諸国では、住宅供給はほぼ満たされており、鉄鋼を多用する構造での1戸あ

たり延べ床面積の大きな増加がない限り、今後、住居ストック量に大きな変化はない。また、人

口に大きな増加がないことから就業者数の大きな増加も見込まれず、業務用床面積の大きな増加

も想定されない。このことから、今後もこの差が継続し、1人あたり鉄鋼ストック量の飽和レベル

に影響を与えることが想定される。1戸あたり延べ床面積、就業者1人あたり業務床面積、及び、

その構造の動向が途上国の鉄鋼ストック量のレベルを決定するといえる。  

次に大きな割合を占めているのは機械類、交通インフラであるが、機械類の値が大きい地域の

方がやや多い。交通インフラの整備については、輸送量における機関分担率と共に、国土面積も

重要な要素であると考えられる。しかしながら、アメリカ合衆国の交通インフラは、日本の1.6倍

に留まり、国土面積の比と比較すると、はるかに小さい。初期EU所属国の他、相対的に自動車の

割合が小さなロシアやその他東欧附属書I国では、道路よりも鉄道の鉄鋼ストック量が多かった。  

 

 

図(3)-17 1人あたり鉄鋼ストック量（トン /人）  

 

 図(3)-18に、わが国を対象とした鉄鋼需要量、鉄鋼ストック量、1人あたり鉄鋼ストック量の推

計結果を示す。  

わが国の鉄鋼ストック量は、いずれのシナリオでも減少し、対策なしケースが11.1億トン、対策

ありケースが9.3億トンとなる。これは、日本においては、サービス需要の主な駆動力となる人口

が2005年比で0.86倍と減少することが要因である。2005年との比較では対策ありケースでは27％減、

2050年における対策なしケースとの比較では15％減となった。これを1人あたり鉄鋼ストック量で

みると、対策なしケースでは、2005年比で0.87倍となっているが、人口が0.86 倍となるために1人

あたりの鉄鋼ストック量は10.3 トン/人と増加した。対策ありケースでは2005年比15％減の8.6 ト

ン/人となり、本研究で想定した対策や技術を導入することにより、1人あたり鉄鋼ストック量を1.7

トン/人削減可能なことが示された。  
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図(3)-18 需要量、ストック量、1人あたりストック量の推移  

 

サービス需要量を供給するために必要となる鉄鋼ストック量が減少するために、わが国におけ

る鉄鋼需要量も減少する。対策なしケースは2010年以降ほぼ横ばいであり2050年で5,602万トン /

年である。対策なしケースと比較して対策ありケースでは27％の削減となった。すなわち、対策

ありケースでは2005年比38％削減となり、4,087 万トン/年となる。  

 2050年のわが国における鉄鋼需要量、鉄鋼ストック量の内訳を図(3)-19に示す。鉄鋼ストック量

では、建築物（住居＋業務）が最も大きなシェアを占め、生産資本、交通インフラが続く。スト

ックにおける財シェアは、2005～2050年までの期間、大きく変化しない。また、建築物や土木構

造物は対策ありケースでは財ストックの効率改善などの効果で削減がみられるものの、減耗率が

小さいため、2050年までの間に入れ替わる量が少なく、鉄鋼ストック量に大きな減少は見られな

い。これは、言い換えると、脱物質化社会構築のためには、早急な対応が必要であることに他な

らない。対策なしケースと対策有ケースを比較すると、他の財より比較的減耗率の大きな乗用車

のストック量の変化が顕著である。これは、サービス需要の減少に伴う財ストックの減少に加え、

高張力鋼の導入の効果である。  

 鉄鋼ストック量と鉄鋼需要量では財別シェアが大きく異なり、鉄鋼需要量では減耗率の大きな

生産資本のシェア50％前後となっており、大きい。鉄鋼需要量の削減は、高張力鋼の導入による

効果が大きく、住居、乗用車、交通インフラで大きな効果が得られている。  

 

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

鉄
鋼
ス
ト
ッ
ク
量
（
億
ト
ン
）

一
人
あ
た
り
鉄
鋼
ス
ト
ッ
ク
量
（
ト
ン
／
人
）

鉄
鋼
需
要
量
（

1
00
0
万
ト
ン
）

ストック量（対策なし）

ストック量（対策あり）

一人あたり鉄鋼ストック量（対策あり）

一人あたり鉄鋼ストック量（対策なし）

需要量（対策なし）

需要量（対策あり）



 

 

2A-1103-76 

 

図(3)-19 わが国における鉄鋼ストック量、鉄鋼需要量（2050年） 

 

 世界の鉄鋼需要量について、地域別、財別に、対策ありと対策なしのケースをそれぞれ図 (3)-20

及び図(3)-21に示した。対策なしケースでは、世界の鉄鋼需要量は2050年で27億トンに達する。途

上国の需要増加が著しく、2050年で73％を占める。このうち、中国は36.4％、その他アジアは11.9％

である。対策ありケースでは、16億トンにとどまり、対策なしケースと比較して40％の削減効果

が得られることが分かった。削減量が多いのは需要量も多い中国をはじめとした途上国であるが、

削減率でみると、その他アジアの72％についでUSAの56％が大きい。  

 財別にみると、機械類の需要が突出しており、次に輸送機器、住居が続く。機械類の需要の駆

動力が生産額であり、生産額は2050年は2005年比3.6倍であるため、伸びが大きくなっているが、

対策ケースでは、効率改善により43％の削減効果が見込まれる。住居では効率改善に加え、高張

力鋼の導入も30％を想定しているが、その削減効果は26％に留まる。  

 対策ケースであっても、2050年まで世界の鉄鋼需要量は2005年比で増加しており、低炭素社会

構築の視点からは、粗鋼生産における温室効果ガス排出原単位の削減は必須である。生産におけ

る電炉鋼の比率をどこまで上昇させることができるかが、重要となる。  

 

 

図(3)-20 地域別鉄鋼需要量の推移  
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図(3)-21 財別鉄鋼需要量の推移  

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 社会の構成要素を記述するモデルの開発では、各国の特徴、発展段階を踏まえた分析が可能

となり、将来シナリオの作成においても貴重な情報を提供することが可能となる。また、国際

的に整備されている物量単位での各種統計では、欠損、不整合が大きいが、物質ストック・フ

ローモデルに関する研究により、金額、その他の各種統計と整合性が高く、また、網羅的な物

質フローの把握が可能となった。 

 

（２）環境政策への貢献 

＜行政が既に活用した成果＞ 

物質ストック・フローモデルは、環境省地球環境局の「横断的な課題検討会」、マクロフレ

ームワーキンググループにおいて利用され、将来シナリオに対応する鉄鋼生産量について推計

結果を提供した（生産維持ケースや輸出逓減ケースなど）。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

人口や物質フローの解析などは、低炭素社会を検討する上で不可欠な要因であり、将来社会

を記述する上で重要となる様々な因子を整合的に示すことが可能となった。こうした情報を提

示するモデルをもとに、低炭素社会の実現に向けた政策の検討やその評価が可能になると考え

ている。 

特に、高齢化問題など、わが国が直面する課題とあわせて低炭素社会の実現に向けた課題に

答えるために、将来人口や世帯数の変化を柔軟に検討できるモデルは行政にも有用であると考

えている。 

 

６．国際共同研究等の状況 

サブテーマ（１）に記載のアジアの各機関との共同研究や、若手研究者に対するトレーニング

については、本サブテーマも共同で実施してきた。 
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[Abstract] 
 

Key Words: Integrated assessment model, Future scenario, Climate change mitigation, 

Energy service demand, Emission pathways 

 

The purposes of this research are (1) to develop and to revise the models assessing 

the new technology diffusion toward the low carbon society in both Japan and the world, 

(2) to quantify the potential of GHGs (greenhouse gases) emission reduction and its 

economic impacts, and (3) to describe the society from the viewpoint of household 

consumption and material stock and flow in detail.  

The global CGE (computable general equilibrium) model quantified the SSPs 

(Shared Socio-economic Pathways) as the five future reference societies in the world. The 

societies SSP1 to SSP5 are classified from the viewpoints of mitigative capacity and 

adaptive capacity. In order to represent the various aspects of society such as energy, 

technology, resource, land use and so on, the global CGE model has been revised. Based 

on the Global Enduse model, which is a technology selection model minimizing the total 

cost including initial cost and running cost, the necessary technologies are assessed to 

achieve the 450ppm scenario, and compared with the results of other integrated 

assessment models at the international comparison research platforms such as EMF 

(energy modeling forum).  

In the analysis on climate policy in Japan, we also used the Enduse model and the 

CGE model. After the Great East Japan Earthquake and the Fukushima Dai-ichi Nuclear 

Power Plant Accident, the future scenarios in Japan were drastically changed. The Enduse 

model assessed that the GHGs in 2030 could be reduced by 3% to 20% to the 1990 level 

even though all nuclear power plants would be shut down. As per our simulation results, 

the new mitigation target of Japan of 3.8% reduction compared to the 2005 level is located 

between low and middle mitigation levels. Moreover, the regionally disaggregated Enduse 

model has also been developed, and used to assess the possibilities of the GHG mitigation 

target in 2050 of 80% reduction to 1990 level from the viewpoint of differences among 

regions of renewable energy potentials and energy service demands. In addition, the CGE 
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model was revised to include the technology selection internally. According to the results 

of the revised CGE model, the introduction of advanced energy saving technologies could 

bring net benefit in 2020 to achieve the above new target.  

The results of the Household Production model underscored the necessity of 

reducing energy service demand to achieve low carbon society in the world. According to 

the results of the Material Stock and Flow model, increase of the global steel demand in 

the future can be moderated by introducing various efficiency improvement measures 

including high performance products, but even in that case, the absolute steel demand 

itself will increase.  
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